
 

 

「瑞穂市補助金等の交付に関する指針」に基づく 

チェックシート 
 

市では「瑞穂市補助金等の交付に関する指針（平成２９年４月改定）」に基づき、

毎年度、主要な補助金についてチェックシートを作成し、見直しを実施しています。 

透明性、公平性の確保のため、チェックシートを公開します。 

 

 

 

瑞 穂 市 
総務部財務情報課 

令和６年１２月 



目次（補助金チェックシート一覧）

NO. 補助金名称 担当課
令和5年度
支出額

今後の
方向性

査定者の意見

1 樽見鉄道運営維持費補助金 総合政策課 10,777,300 現行のまま継続 ②公益上必要はあるが、効果検証等充実させ継続すべき

2 東京圏からの移住支援金 総合政策課 0 見直しをして継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

3 交通安全協会補助金 市民協働安全課 900,000 見直しをして継続 ④公益上必要はあるが、指針に反する項目あり、内容を精査し再検討すべき

4 市民活動支援事業補助金 市民協働安全課 0 終期到来により廃止 近年実績なし、廃止は妥当

5 自治会公民館補助金 市民協働安全課 1,658,000 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

6 自治会連合会補助金 市民協働安全課 1,445,773 現行のまま継続 ④公益上必要はあるが、指針に反する項目あり、内容を精査し再検討すべき

7 女性防火クラブ補助金 市民協働安全課 334,826 現行のまま継続 ④公益上必要はあるが、指針に反する項目あり、内容を精査し再検討すべき

8 消防協会補助金 市民協働安全課 3,188,440 現行のまま継続 ④公益上必要はあるが、指針に反する項目あり、内容を精査し再検討すべき

9 消防防災資機材購入等補助金 市民協働安全課 3,701,200 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

10 防災士資格取得補助金 市民協働安全課 0 見直しをして継続 ③公益上必要はあるが、補助対象や内容を精査し継続すべき

11 防災倉庫設置補助金 市民協働安全課 200,000 見直しをして継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

12 青色申告会補助金 税務課 60,000 現行のまま継続 ⑥公益上必要があると判断しにくく、今後について再検討する必要あり

13 がん患者医療用補正具購入費助成金 健康推進課 410,000 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

14 骨髄移植ドナー等助成金 健康推進課 0 現行のまま継続 ③公益上必要はあるが、補助対象や内容を精査し継続すべき

15 小児がん患者ワクチン再接種費用補助金 健康推進課 17,820 現行のまま継続 ③公益上必要はあるが、補助対象や内容を精査し継続すべき

16 病児・病後児保育利用料無料化事業補助金 子ども支援課 154,000 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

17 （福）瑞穂市社会福祉協議会運営事業補助金 地域福祉高齢課 114,736,483 見直しをして継続 ③公益上必要はあるが、補助対象や内容を精査し継続すべき

18 シルバー人材センター事業補助金 地域福祉高齢課 3,922,000 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

19 介護人材育成研修助成金 地域福祉高齢課 78,100 現行のまま継続 ③公益上必要はあるが、補助対象や内容を精査し継続すべき

20 岐阜県原爆被爆者の会岐阜地区支部補助金 地域福祉高齢課 6,000 現行のまま継続 ⑥公益上必要があると判断しにくく、今後について再検討する必要あり

21 居宅介護者介護慰労事業助成金 地域福祉高齢課 182,475 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

22 後見人等費用助成金 地域福祉高齢課 0 現行のまま継続 ②公益上必要はあるが、効果検証等充実させ継続すべき

23 市遺族連合会補助金 地域福祉高齢課 883,000 見直しをして継続 ②公益上必要はあるが、効果検証等充実させ継続すべき

24 地域サロン支援事業補助金 地域福祉高齢課 140,000 現行のまま継続 ④公益上必要はあるが、指針に反する項目あり、内容を精査し再検討すべき

25 日常生活用品助成事業補助金 地域福祉高齢課 3,939,235 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

26 保護司・更生保護事業補助金 地域福祉高齢課 78,000 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

27 老人クラブ連合会補助金 地域福祉高齢課 5,920,248 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

28 市身体障害者福祉協会補助金 福祉生活課 180,000 見直しをして継続 ②公益上必要はあるが、効果検証等充実させ継続すべき

29 重度身体障害者（児）日常生活用品給付事業補助金 福祉生活課 173,386 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

30 ごみ集積場設置補助金 環境課 1,449,730 現行のまま継続 ②公益上必要はあるが、効果検証等充実させ継続すべき

31 浄化槽設置整備補助金 環境課 53,614,000 現行のまま継続 ③公益上必要はあるが、補助対象や内容を精査し継続すべき

32 生ごみ処理容器購入補助金 環境課 1,800,260 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

33 排水設備改造助成金 下水道課 200,000 見直しをして継続 ③公益上必要はあるが、補助対象や内容を精査し継続すべき

34 排水設備借入金利子補給金 下水道課 2,374 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき
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35 学校給食地産地消推進事業補助金 商工農政観光課 1,039,590 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

36 協定防除実施補助金 商工農政観光課 1,924,500 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

37 瑞穂市農業振興会補助金 商工農政観光課 2,003,722 現行のまま継続 ③公益上必要はあるが、補助対象や内容を精査し継続すべき

38 工場等設置奨励金 商工農政観光課 21,814,100 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

39 商工会活動補助金 商工農政観光課 10,000,000 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

40 創業者支援事業補助金 商工農政観光課 1,350,000 現行のまま継続 ②公益上必要はあるが、効果検証等充実させ継続すべき

41 地域資源活性化補助金 商工農政観光課 0 現行のまま継続 ⑥公益上必要があると判断しにくく、今後について再検討する必要あり

42 中小企業融資利子補給補助金 商工農政観光課 1,309,824 現行のまま継続 ②公益上必要はあるが、効果検証等充実させ継続すべき

43 アスベスト除去費用助成金 都市開発課 0 見直しをして継続 ③公益上必要はあるが、補助対象や内容を精査し継続すべき

44 アスベスト調査費用助成金 都市開発課 0 見直しをして継続 ③公益上必要はあるが、補助対象や内容を精査し継続すべき

45 木造住宅耐震補強工事費補助金 都市開発課 0 現行のまま継続 ②公益上必要はあるが、効果検証等充実させ継続すべき

46 ブロック塀等耐震改修事業補助金 都市開発課 135,000 現行のまま継続 ②公益上必要はあるが、効果検証等充実させ継続すべき

47 建築物耐震診断補助金 都市開発課 0 現行のまま継続 ③公益上必要はあるが、補助対象や内容を精査し継続すべき

48 特定空家等除却費補助金 都市開発課 500,000 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

49 放課後児童健全育成事業補助金 幼児教育課 8,425,000 現行のまま継続 ②公益上必要はあるが、効果検証等充実させ継続すべき

50 学校保健会補助金 学校教育課 286,731 現行のまま継続 ③公益上必要はあるが、補助対象や内容を精査し継続すべき

51 岐阜朝鮮学園補助金 学校教育課 20,000 現行のまま継続 ③公益上必要はあるが、補助対象や内容を精査し継続すべき

52 選手派遣補助金 学校教育課 161,700 現行のまま継続 ③公益上必要はあるが、補助対象や内容を精査し継続すべき

53 特別支援学級補助金 学校教育課 1,284,620 現行のまま継続 ③公益上必要はあるが、補助対象や内容を精査し継続すべき

54 ＰＴＡ連合会補助金 生涯学習課 485,000 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

55 こども会補助金 生涯学習課 1,567,403 現行のまま継続 ③公益上必要はあるが、補助対象や内容を精査し継続すべき

56 家庭教育学級補助金 生涯学習課 581,053 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

57 宮田雅楽五音社保存会補助金 生涯学習課 100,000 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

58 女性の会補助金 生涯学習課 544,088 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

59 少年リーダー活動補助金 生涯学習課 417,940 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

60 美江寺観音しょうじょうばやし保存会補助金 生涯学習課 0 終期到来により廃止 ③公益上必要はあるが、補助対象や内容を精査し継続すべき

61 文化協会補助金 生涯学習課 4,850,855 現行のまま継続 ③公益上必要はあるが、補助対象や内容を精査し継続すべき

62 文化財指定遺跡保存会補助金 生涯学習課 0 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

63 文化財修理補助金 生涯学習課 0 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

64 和宮遺跡保存会補助金 生涯学習課 588,472 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

65 レクリエーション協会補助金 生涯学習課 499,844 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

66 体育協会補助金 生涯学習課 12,500,000 現行のまま継続 ①公益上特に必要あり、執行に問題なく継続すべき

67 自分史作成補助金 図書館 0 終期未到来だが廃止 ⑥公益上必要があると判断しにくく、今後について再検討する必要あり



1

●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 総合政策課

補助金名称 樽見鉄道運営維持費補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 団体運営費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度 補助
対象者

樽見鉄道株式会社

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的

①施設維持修繕事業費補助金…樽見鉄道の安全運行の確保を図るため
②施設老朽化対策事業費補助金…樽見鉄道の輸送の安全を確保するため
③鉄道軌道安全輸送設備等整備事業費補助金…樽見鉄道の輸送の安全を確保するため
④運営維持費補助金…樽見鉄道の経営の安定化を図るため

補助対象経費

①樽見鉄道が所有する鉄道施設の維持修繕を目的として実施する事業
のうち、安全運行の確保に必要と認められ、かつ、補助金の交付を受
けようとする年度の4月1日以降に着手し、翌年の3月31日までに完了
する事業で、鉄道事業会計規則別表第1に規定する線路保存費、電路
保存費及び車両保存費の各区分における修繕費に該当する経費。
②瑞穂市樽見鉄道施設老朽化対策事業費補助金交付要綱第３条及び第
４条に規定する経費
③瑞穂市鉄道軌道安全輸送設備等整備事業費補助金交付要綱第３条及
び第４条に規定する経費
④1,000万円に、補助金の交付を受けようとする事業年度に樽見鉄道
が市に支払う固定資産税額を加えた額から、市の他の樽見鉄道に関す
る補助制度による補助金の額を控除した額

補助率

①100分の40
を上限
②９分の２を上
限
③６分の１を上
限
④左記の通り

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

歳
出

当初予算額 10,900,000 10,900,000 10,900,000
決算額 10,777,700 10,789,200

計 10,777,700 10,789,200 10,777,300

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

10,777,300

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市　一　般　財　源 10,777,700 10,789,200 10,777,300

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

×
対象者１社のみの制度であり、滞納無しが前提
での制度運営となっているため。

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

○

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

○

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

×

樽見鉄道は地域公共交通の一つとして地域に根付いている
が、運賃収入だけでは経費を賄えず、補助が必要である。
樽見鉄道沿線上の市町で構成する樽見鉄道連絡協議会にお
いて支援を行うこととしている。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

○

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

○

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

○

効果測定方法 樽見鉄道連絡協議会等において、決算状況、乗車数等の報告を受けている。

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

○

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

達成状況
乗車数等の増減はあるものの、各補助金はその目的にあった内容で使用されており、樽
見鉄道の運営維持に効果があると判断している。

直近の
見直し状況

時期 R6.4.1 内容
樽見鉄道連絡協議会において構成市町により補助に関
する事業計画の確認を行っている。

R5

終期到来により廃止

②公益上必要があるものと認められるが、効果検証や分析を充実させた上で継続すべきと考える

樽見鉄道は地域公共交通の一つとして地域に根
付いているが、運賃収入だけでは経費を賄え
ず、補助が必要である。樽見鉄道沿線上の市町
で構成する樽見鉄道連絡協議会において支援を
行うこととしている。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由



2

●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 総合政策課

補助金名称 東京圏からの移住支援金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 事業費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H31 年度
補助

対象者

瑞穂市東京圏からの移住支援事
業に係る移住支援金交付要綱第
３条の条件に合致する者（東京
圏からの移住等）②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠

補助対象経費 補助率
定額(条件によ
り金額変動)

単位：円

法律 県条例 市例規

目的
「清流の国ぎふ」創生総合戦略及び瑞穂市まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づき、
市内への移住、定住の促進及び中小企業等における人手不足の解消に資するため

対象経費無し。（瑞穂市東京圏からの移住支援事業に係る移住
支援金交付要綱第３条の条件に合致した場合に支給）

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 1,000,000 1,600,000 3,000,000
決算額 1,000,000 0 0

市
財
源
内
訳

国　支　出　金 0 0 0

県　支　出　金 750,000 0 0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 1,000,000 0 0

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 250,000 0 0

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

×
市税の賦課等がされていない東京圏からの移住
者が対象であるため。

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

○ → 継続理由と見直し内容

→

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

直近の
見直し状況

時期 R6.4.1 内容 補助単価の見直し（テレワーク該当者、子ども加算）

効果測定方法 県において「県外からの移住者数」を指標として設定している。

達成状況 岐阜県におけるR元年～４年の県外からの移住者数6,477名

R5

終期到来により廃止

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。

県の実施する東京圏からの移住支援事業費を活
用した事業であり、事業費の4分の3が県補助
金で手当てされること、東京圏から岐阜県へ移
住する方が移住先に瑞穂市を選択する際のプラ
ス材料となることから継続したい。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由



3

●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

R5 年度③サンセット年度※2（②がない場合のみ）

100%
（予算の範囲内）

目的
瑞穂市内における交通事故防止、運転者対策及び交通弱者対策を推進する団体の活動を
支援するため

900,000 900,000

補助率

運営費全般を補助しているため、補助単価、補
助率を明確に設定していない。

補助対象経費

令和3年度 令和4年度 令和5年度項目

単位：円

国　支　出　金

年度補助金チェックシート令和 5

担当課 市民協働安全課

H15 年度

　 年度②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入）

①補助制度開始年度※1

歳
出

当初予算額

決算額

900,000 900,000 900,000

900,000

本巣地区交通安全協会瑞穂支部の運営及び交通安全の周知啓発

0 0

900,000 900,000

その他（本巣地区交通安全協会　等）

市
財
源
内
訳

0

0 0 0県　支　出　金

900,000 900,000 900,000市　一　般　財　源

計 900,000

運営費全般を補助しているため、補助単価、補
助率を明確に設定していない。補助金の支出の
多くが新入生への安全カバン等の購入費。

×の場合、その理由と今後の対応について記入

6

例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

×
運営費全般を補助しているため、補助対象経費
を設定していないが今後、検討したい。

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。

チェックポイント

市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

運営費全般を補助しているため、補助対象経費
を設定していないが今後、検討したい。基本的
にはなし。

○×

×

【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○8

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

×

×

履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

7

補助金名称

法律 県条例 市例規 ○ その他支出根拠

瑞穂市交通安全対策事業補助金

補助
対象者

本巣地区交通安全協会瑞穂支部

分類 団体運営費補助

4

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

○ → 継続理由と見直し内容

→

査定者の意見

④公益上必要があるものと認められるが、補助金等の交付の指針に反している項目があるため、内容を精
査した上で今後の方向性について再検討すべきと考える。

効果測定方法

達成状況

交通事故（人身事故）発生件数及び死亡事故者数

両数値とも減少傾向

時期

終期到来により廃止

現行のまま補助を継続

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

○

補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

×
主の収入であり、補助金がなくなった場合に
は、会の存続が難しい。

13

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

×

9

【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

○

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

○

終期未到来だが廃止

見直しをして継続

理由と時期

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

○

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

○

内容
直近の

見直し状況

継続理由

免許更新時に任意で納入する交通安全協会の会
費が年々減少しており、収入に占める市の補助
金の割合が高くなってきている中、収入に見
合った活動内容を協会役員の皆様と協議してい
く

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

×
上部機関より補助金があるが年々減少傾向であ
る。

R5



4

●補助金の概要

運営経費

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 市民協働安全課

補助金名称 市民活動支援事業補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 事業費補助

その他
交付する際は、市長決裁により
起案

①補助制度開始年度※1 R1 年度
補助

対象者

小学校区のボランティア活動

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的 小学校区内のボランティア活動を支援するため

補助対象経費 補助率

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 1,400,000 400,000 400,000
決算額 0 0 0

市
財
源
内
訳

国　支　出　金 0 0 0

県　支　出　金 0 0 0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 0 0 0

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

0 0 0

市　一　般　財　源 0 0 0

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

R5支出なし

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

R5支出なし

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

R5支出なし

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 R5支出なし

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

R5支出なし

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

R5支出なし

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

R5支出なし

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

R5支出なし

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

○ →

→

→ 継続理由と見直し内容

→

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 令和5年 内容 廃止

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

効果測定方法

達成状況
令和5年度より校区活動が生涯学習課から市民協働安全課へ移管されたことに伴い、
令和6年度より廃止

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

近年実績なしのため廃止は妥当と思われる



5

●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 市民協働安全課

補助金名称 自治会公民館補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 施設整備事業補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度
補助

対象者

市内の自治会又は区

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的
自治会及び区の地域住民が自治活動の拠点とするために設置する地域集会施設の建設に
要する経費の補助

補助対象経費

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

○地域集会施設の新築、改築及び増築
○地域集会施設の修繕

補助率

実建設額（設計監理委託料を含む。）
の２分の1又は文部科学省学校建設基
準額に建築面積を乗じて得た額の２分
の1のいずれか少ない額
修繕は工事費の２分の1

歳
出

当初予算額 25,008,000 2,938,000 1,722,000
決算額 4,662,000 2,158,000 1,658,000

市
財
源
内
訳

国　支　出　金 0 0 0

県　支　出　金 0 0 0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 4,662,000 2,158,000 1,658,000

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

0 0 0

市　一　般　財　源 4,662,000 2,158,000 1,658,000

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 平成３１年 内容
新築、改築及び増築について、「３分の１」を「２分
の１」へ改正

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

効果測定方法 補助金申請件数

達成状況
自治会長説明会等で制度周知を図っており、毎年コンスタントに利用されている。
※19件（R3）→15件（R4）→15件（R5）

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

自治会公民館は、地域住民の自治活動の拠点と
なり、また、災害時には、地域の自主避難所と
なるため、地域コミュニティ育成のためにも引
き続き支援が必要である。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。
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●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

補助対象経費 補助率
１００％

（予算の範囲内）

単位：円

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 2,192,000

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 団体運営費補助

補助
対象者

瑞穂市自治会連合会

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的
自治会の活動を支援するため、自治会長等に住民の自治意識の高揚及びコミュニティ活
動の推進を図るための研修等を実施し、情報交換やスキル向上を図るため

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 市民協働安全課

補助金名称 自治会連合会補助金

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

2,242,000 2,267,000

決算額 1,222,884 1,320,735 1,445,773

市
財
源
内
訳

国　支　出　金 0 0 0

県　支　出　金 0 0 0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 1,222,884 1,320,735 1,445,773

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

0 0 0

市　一　般　財　源 1,222,884 1,320,735 1,445,773

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

× 慶弔費を支出。今後、検討していきたい。

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

自治会連合会の運営に関する経費の補助
自治会活動のおける見舞金事業、自治会長研修

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

④公益上必要があるものと認められるが、補助金等の交付の指針に反している項目があるため、内容を精
査した上で今後の方向性について再検討すべきと考える。

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

× その他の収入がないため実施は難しい。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

○

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

× その他の収入がないため実施は難しい。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

○

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

×

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

○
見舞金の財源となっており、今後のコミュニ
ティ活動を安心して行うためにも必要であると
考えられる。

×

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

○

その他の収入がないため実施は難しい。

効果測定方法 自治会長研修等参加者

達成状況
コロナが5類に移行されたこともあり、研修会の手法をワークショップ形式を導入。
参加人数も増加傾向（44人（R4）→66人（R5））。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

○

自治会長等への研修会を通じ、情報交換及び負
担軽減を図っており大変有意義である。また、
当市では、見舞金事業があるため、安心して自
治会活動等が行われており、引き続き支援が必
要である。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。
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●補助金の概要

女性防火クラブの活動するための費用

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 市民協働安全課

補助金名称 女性防火クラブ補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 団体運営費補助

その他
瑞穂市消防団体等活動補助に関

する補助金交付要綱

①補助制度開始年度※1 H15 年度
補助

対象者

瑞穂市女性防火クラブ

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的
瑞穂市内において消防、防災活動及び防災啓発活動を行う瑞穂市女性防火クラブの活動
を支援するもの

補助対象経費 補助率
１００％

（予算の範囲内）

単位：円

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 400,000 400,000 400,000

決算額 83,949 196,871 334,826

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 83,949 196,871 334,826

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 83,949 196,871 334,826

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

× 特に定めていない

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

× 特に定めていない

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 × 特に定めていない

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

× その他の収入がないため、廃止は難しい

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

○

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

× その他の収入がないため、事業の実施は難しい

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

○

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

○

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

○

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

効果測定方法 女性防火クラブ会員数

達成状況
瑞穂市総合防災訓練に参加するなど、女性視点の防災の観点から減災活動を行ってい
る。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

○

災害時には、女性目線の防災の観点から、各地
域での自主防災力の向上に繋がるものと考えて
いる。終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

④公益上必要があるものと認められるが、補助金等の交付の指針に反している項目があるため、内容を精
査した上で今後の方向性について再検討すべきと考える。
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●補助金の概要

瑞穂市消防団の活動するための費用

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 市民協働安全課

補助金名称 消防協会補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 団体運営費補助

その他
瑞穂市消防団体等活動補助に関
する補助金交付要綱

①補助制度開始年度※1 H15 年度
補助

対象者

瑞穂市消防協会

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的
瑞穂市内において消防、防災活動及び防災啓発活動を行う瑞穂市消防団、瑞穂市消防協
会を支援するもの

補助対象経費 補助率
１００％

（予算の範囲内）

単位：円

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 3,200,000 3,200,000 3,200,000

決算額 1,946,692 1,872,585 3,188,440

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 1,946,692 1,872,585 3,188,440

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 1,946,692 1,872,585 3,188,440

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

× 特に定めていない

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

× 特に定めていない

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 × 特に定めていない

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

× その他の収入がないため、廃止は難しい

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

○

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

× その他の収入がないため、事業の実施は難しい

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

○

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

○

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

×

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

○

効果測定方法 瑞穂市消防団員数

達成状況
日頃から定期的な訓練を行っており、瑞穂市総合防災訓練に参加するなど市の防災活動
に必要な組織である。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

○

消防団の活動が継続できないため

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

④公益上必要があるものと認められるが、補助金等の交付の指針に反している項目があるため、内容を精
査した上で今後の方向性について再検討すべきと考える。
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●補助金の概要

自治会で購入する消防防災器具に係る費用

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 市民協働安全課

補助金名称 消防防災資機材購入等補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 事業費補助

その他
瑞穂市自主防災組織活動補助金
交付要綱

①補助制度開始年度※1 H25 年度
補助

対象者

自治会

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的 自治会の消防器具及び防災資機材の整備を促進し、防災体制の強化を支援するため

補助対象経費 補助率 費用の２分の１

単位：円

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 4,200,000 4,200,000 4,200,000

決算額 3,451,000 4,555,400 3,701,200

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 3,451,000 4,555,400 3,701,200

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 3,451,000 4,555,400 3,701,200

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

効果測定方法 瑞穂市防災士会員数　

達成状況 瑞穂市防災士を育成することで、自主防災力の向上を図る。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

防災を考えるうえで、地域の自主防災力の向上
は重要であり、各自治会の防災資機材の購入に
ついては、継続して補助していく必要がある。終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。
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●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 市民協働安全課

補助金名称 防災士資格取得補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 事業費補助

その他
瑞穂市自主防災組織活動補助金
交付要綱

①補助制度開始年度※1 H25 年度
補助

対象者

自治会（自主防災組織）

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的
自主防災組織を有する自治会(以下「自主防災組織」という)の防災体制の強化を支援する
ため

補助対象経費 補助率

単位：円

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

自主防災組織の構成員が防災士の資格を取得するために
負担した費用

1/2
（上限1人あたり３万円）

歳
出

当初予算額 300,000 300,000 30,000

決算額 0 0 0

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 0 0 0

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 0 0 0

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

×
近年は補助実績がなく、更にR5以降はこれとは
別に費用を全額補助して実施する防災士養成講
座の事業を実施中である。

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

○ → 継続理由と見直し内容

→

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

効果測定方法 自治会数

達成状況 自治会に必要な備蓄品等を購入することで、自主防災力の向上を図る。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

近年の地震災害の影響を受け、市民の防災意識
が向上している。このような背景の中、防災士
を志す市民に対応していく必要がある。終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

③公益上必要があるものと認められるが、補助対象や内容についてさらに精査し継続すべきと考える。
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●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 市民協働安全課

補助金名称 防災倉庫設置補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 事業費補助

その他
瑞穂市自主防災組織活動補助金
交付要綱

①補助制度開始年度※1 H25 年度
補助

対象者

自主防災組織を有する自治会

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的
自主防災組織を有する自治会(以下「自主防災組織」という。)の防災活動及び消防防災資
機材の整備を促進し、防災体制の強化を支援するため

補助対象経費 補助率

単位：円

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

自主防災組織が整備する防災倉庫の設置に係る費用
1/2

（上限：２０万円）

歳
出

当初予算額 400,000 400,000 400,000

決算額 246,900 200,000 200,000

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 246,900 200,000 200,000

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 246,900 200,000 200,000

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

○ → 継続理由と見直し内容

→

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

効果測定方法 購入額の１/２の額（上限２０万円）

達成状況
防災倉庫を設置することで、必要な備蓄資機材を確保することができ、自主防災力の向上
に繋がっている。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

物価上昇にともない倉庫設置のための設置費用
も高額化しているため、設置する自治体の負担
も高まっている。増額も視野に入れ、継続して
いく必要がある。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。
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●補助金の概要

税務、納税推進、申告経理の研究及び研修事業費

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

補助率

設定根拠については明文化されていないが、補助単価
の設定については３年毎に見直し協議を行っておりそ
の中でのコンセンサスを基としている。

３年毎に見直し協議を行っている。現状維持

補助対象経費

令和3年度 令和4年度 令和5年度項目

単位：円

R5 年度

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入）

①補助制度開始年度※1

③サンセット年度※2（②がない場合のみ）

予算に定めた額
（会員1名あたり

800円）

目的 税務、納税推進、申告経理の研究及び研修事業を通じて自主申告、自主納税を推進する

60,000 60,000
歳
出

当初予算額

決算額

88,000 76,000 68,000

68,000

年度補助金チェックシート令和 5

担当課 税務課

H15 年度

　 年度

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市
財
源
内
訳

68,000 60,000 60,000市　一　般　財　源

国　支　出　金

県　支　出　金

計 68,000 60,000 60,000

×の場合、その理由と今後の対応について記入

6

例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

×

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。

○×チェックポイント

市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○ 課税団体でない。

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○8

×

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

7

補助金名称

法律 県条例 市例規 ○ その他支出根拠

青色申告会補助金

補助
対象者

瑞穂市青色申告会

分類 団体運営費補助

4

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

⑥効果検証より公益上必要があるものと判断しにくく、今後の方向性について再検討する必要がある。

効果測定方法

達成状況

自主申告、自主納税を推進するため、税務、納税推進、申告軽地の研究及び研修事業の実施

75名の会員は自主申告、自主納税をしている。

時期

終期到来により廃止

現行のまま補助を継続

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

該当なし（積立金なし）

補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

該当なし（収入の5%以上）

13

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

○

9

【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

○
会員の会費で運営しているので年度当初に資金
不足に陥る可能性があるため補助額を超える繰
越金は致し方ないと思われる。現状維持

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

○

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

×

終期未到来だが廃止

見直しをして継続

理由と時期

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

○

内容
直近の

見直し状況
Ｒ3 現状維持

継続理由

補助金額は会員数の増減で金額がスライドする
方式の為、現状でも減少傾向にある。３年毎の
見直しでは極端に会員数が減少した場合の補助
金廃止についても言及している。

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

×

運営は会費の滞納も無く安定しているが、青色
申告会は税務署でも育成協力団体とされており
公費での補助は行政事務削減の観点から必要で
ある。現状維持

R5
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●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

4

補助金名称

法律 県条例 市例規 ○ その他支出根拠

がん患者医療用補正具購入費助成金

○

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

8

7

×の場合、その理由と今後の対応について記入

6

例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。

○×チェックポイント

市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

241,000

112,000 205,000県　支　出　金

225,000 410,000

計 241,000 225,000 410,000

年度補助金チェックシート令和 5

担当課 健康推進課

R3 年度

　 年度

補助
対象者

がん治療を受け医療用補正具を
購入した者（実施要綱に掲げる
要件を満たす者）

医療用ウイッグ（全頭用）及び装着に必要な頭皮保護用のネットの購入費又は
補正パッド又は人工乳房及びこれらを固定する下着の購入費

R5 年度

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入）

①補助制度開始年度※1

③サンセット年度※2（②がない場合のみ）

１／２
（上限２万円）

目的 がん患者の心理的負担の軽減や、就労等社会参加の促進、療養生活の質の維持向上を図る

補助率補助対象経費

分類 事業費補助

令和3年度 令和4年度 令和5年度項目
単位：円

205,000

歳
出

国　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市
財
源
内
訳

120,000

121,000 113,000市　一　般　財　源

当初予算額
決算額

40,000 400,000 300,000

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

R5

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

終期未到来だが廃止

見直しをして継続

理由と時期

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

内容
直近の

見直し状況

年々、申請者が増加傾向であり、現状維持すべ
きであると考える。

13

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

9

【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

効果測定方法

達成状況

がん患者に対し、補正具の購入費を助成することにより、治療と就労や社会参加の両立を支援し、医療用補正
具購入に伴う経済的負担の軽減を図る。

十分達成できた。

時期

終期到来により廃止

現行のまま補助を継続 継続理由

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。
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●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 事業費補助

補助
対象者

骨髄バンク事業に登録し、骨髄又は
末梢血幹細胞を提供した者（ド
ナー）及びその者を雇用している事
業所（実施要綱に掲げる要件を満た
す者）

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的 骨髄・末梢血幹細胞の移植の推進を図る

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 健康推進課

補助金名称 骨髄移植ドナー等助成金

○ その他

①補助制度開始年度※1 H30 年度

補助対象経費 補助率 左記のとおり

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

骨髄等の提供に係る通院、入院及び面接（骨髄等の採取術及びこれに
関連した医療処置によって生じた健康被害のための通院、入院及び面
接を除く）の日数にドナーは２万円、事業所は１万円を乗じて得た額
（ただし、日数は通院等の日数（実施要綱に掲げる要件を満たすも
の）を合計したもので７日を上限）

歳
出

当初予算額 630,000 630,000 420,000
決算額 420,000 140,000 0

市　一　般　財　源 210,000 70,000 0

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金 210,000 70,000 0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

計 420,000 140,000 0

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

直近の
見直し状況

時期 令和５年１２月 内容 補助単価について見直しをした結果現状維持とした

効果測定方法
提供者の休業による経済的負担を軽減し、もって骨髄等の移植の推進及びドナー登録者の増加の推進を図るこ
とができる。

達成状況 達成できた。

R5

終期到来により廃止

③公益上必要があるものと認められるが、補助対象や内容についてさらに精査し継続すべきと考える。

５年度は申請者が無かったが、今後も市民が安
心して骨髄ドナー登録ができるような環境を作
るためには、このまま現状維持が必要であると
考える。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。
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●補助金の概要

再接種の任意予防接種に要した費用

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

補助対象経費 補助率

接種日の属する年度
に、市が委託契約に
定める単価を上限と
する

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 健康推進課

補助金名称 小児がん患者ワクチン再接種費用補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 事業費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 R2 年度
補助

対象者

骨髄移植手術その他の理由により、
接種済みの定期予防接種の予防効果
が期待できないと医師に判断され、
任意で再度の予防接種を受ける者②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的 感染症の発生及びまん延を防止するため、任意で再度の予防接種を受ける者に対し、当該再度の予防接種に要する費用を助成する。

100,000 60,000 60,000
決算額 0 0 17,820

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金 8,000

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 0 0 17,820

歳
出

当初予算額

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 0 0 9,820

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

効果測定方法
再接種者に対し任意予防接種に要する費用を助成することにより、経済的負担の軽減を図り、感染症の発生及
びまん延を防ぐ。

達成状況 達成できた

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

申請者はわずかではあるが、再接種者の負担軽減
のためにも現状維持すべきであると考える。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

③公益上必要があるものと認められるが、補助対象や内容についてさらに精査し継続すべきと考える。



16

●補助金の概要

保護者が支払った病児・病後児保育の利用料

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 子ども支援課

補助金名称 病児・病後児保育利用料無料化事業補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 事業費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H30 年度
補助

対象者

市内に住所を有し、病児・病後
児保育を利用する多子世帯の児
童の保護者②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠

補助対象経費 補助率 100%

単位：円

法律 県条例 市例規

目的 病児・病後児保育を利用する多子世帯の経済的負担を軽減するため

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 80,000 80,000 80,000

決算額 14,000 52,000 154,000

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金 7,000 26,000 77,000

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 14,000 52,000 154,000

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 7,000 26,000 77,000

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ×
岐阜県多子世帯病児・病後児保育利用料無償化
事業費補助金交付要綱及び市町村間の協定にて
決められているため

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

× 児童福祉等の増進を図るため

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

直近の
見直し状況

時期 内容

効果測定方法 病児保育事業について「子ども・子育て支援事業計画」でアンケート調査を実施

達成状況 病児保育事業については利用者増加傾向にあり、多子世帯の利用についても同様に増加

R5

終期到来により廃止

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。

岐阜県多子世帯病児・病後児保育利用料無償化
事業費補助金の継続に合わせ市でも実施してい
く終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由
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●補助金の概要

他の法令の補助対象を除く人件費、活動費

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 地域福祉高齢課

補助金名称 （福）瑞穂市社会福祉協議会運営事業補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 団体運営費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度
補助

対象者

社会福祉法人　瑞穂市社会福祉
協議会

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的
地域住民が生涯を通じて健やかで安心し、生きがいをもって暮らせる市を形成するため、
明るく活力ある福祉のまちづくりに積極的に参加する団体の自主活動を支援し、地域福祉
活動をより一層推進するため

補助対象経費 補助率
１００％

（予算の範囲内）

単位：円

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 134,401,000 131,175,000 131,175,000

決算額 112,284,104 117,938,503 114,736,483

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 112,284,104 117,938,503 114,736,483

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 112,284,104 117,938,503 114,736,483

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

× 課税団体ではないため

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

○ → 継続理由と見直し内容

→

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

該当しない（財政基盤は安定していない）

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

○

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

該当しない（補助額が収入５％以上）

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

○

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

○

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

×

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

○

効果測定方法 地域福祉活動の推進

達成状況 補助することにより、社協の地域福祉活動が継続できている。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

○

社協はさまざまな相談、支援を行っており、行政サー
ビスの補完的役割を担っているため補助の継続は必要
である。ただし、例年、年度途中の補助額の減額変更
があるにもかかわらず、年度当初の補助額が増加して
いるため、正確な補助額の見極めが必要である。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

③公益上必要があるものと認められるが、補助対象や内容についてさらに精査し継続すべきと考える。
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●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

× 減免団体であるため

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 3,922,000 3,922,000 3,922,000

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 3,922,000 3,922,000 3,922,000

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 3,922,000 3,922,000 3,922,000
決算額 3,922,000 3,922,000 3,922,000

法律 県条例 市例規

目的
地域住民が生涯を通じて健やかで安心し、生きがいをもって暮らせる市を形成するた
め、明るく活力ある福祉のまちづくりに積極的に参加する団体の自主活動を支援し、地
域福祉活動をより一層推進するため

補助対象経費 補助率
１００％

（予算の範囲内）

運営費及び事業費(国の高齢者就業機会確保事業費等補助金交付
要綱(平成13年厚生労働省発職高第170号厚生労働事務次官通
知別紙)による。)

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 地域福祉高齢課

補助金名称 シルバー人材センター事業補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 団体運営費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度
補助

対象者
公益社団法人瑞穂市シルバー人
材センター

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

○

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

○

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

R5

終期到来により廃止

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。

シルバー人材センターを支援することで、地域
社会の活性化に貢献している高齢者を支援する
こととなるため補助を継続する。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

直近の
見直し状況

時期 内容

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

○

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

効果測定方法 地域福祉活動の推進

達成状況 補助することにより、シルバー人材センターの地域福祉活動が継続できている。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

○

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

該当しない（財政基盤は安定していない）

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

該当しない（積立金なし）

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

該当しない（補助額が収入５％以上）
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●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 地域福祉高齢課

補助金名称 介護人材育成研修助成金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 事業費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H28 年度
補助

対象者

瑞穂市介護人材育成研修助成金交付
要綱第2条、瑞穂市介護人材育成研
修（介護福祉士実務者研修）助成金
交付要綱第３条にて規定②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的
介護サービス及び障害福祉サービスを提供する事業所の人材不足を解消するため、介護
職員の確保と地域介護の担い手を育成することを目的とする。

補助対象経費 補助率
１００％

（上限10万円）

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

介護職員初任者研修及び実務者研修の受講に要した経費。上限
10万円。

歳
出

当初予算額 200,000 200,000 200,000
決算額 0 187,736 78,100

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 0 187,736 78,100

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 0 187,736 78,100

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

効果測定方法
第２次総合計画における高齢者福祉分野の重点事項として、地域介護人材の育成と確保
の促進

達成状況
補助することにより研修を受ける促しとなり、介護職に対して関心を持つきっかけと
なっている。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

介護需要が増加する中、介護人材が増えること
で、既存の人材も働きやすくなる。介護人材の
確保のために必要である。終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

③公益上必要があるものと認められるが、補助対象や内容についてさらに精査し継続すべきと考える。
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●補助金の概要

福祉活動事業に要する経費

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 地域福祉高齢課

補助金名称 岐阜県原爆被爆者の会岐阜地区支部補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 団体運営費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 R3 年度
補助

対象者

岐阜県原爆被爆者の会岐阜地区
支部

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的
地域住民が生涯を通じて健やかで安心し、生きがいをもって暮らせる市を形成するため、
明るく活力ある福祉のまちづくりに積極的に参加する団体の自主活動を支援し、地域福祉
活動をより一層推進するため

補助対象経費 補助率

単位：円

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 6,000 6,000 6,000

決算額 6,000 6,000 6,000

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 6,000 6,000 6,000

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 6,000 6,000 6,000

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

× 課税団体ではないため

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

効果測定方法 地域福祉活動の推進

達成状況 市内では活動がないため、地域福祉活動の推進はされていない

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

地域福祉活動事業とは言い難い活動ではある
が、市民で被爆者の方の支援となっているので
継続する。終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

⑥効果検証より公益上必要があるものと判断しにくく、今後の方向性について再検討する必要がある。
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●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 事業費補助

補助
対象者

要介護高齢者（瑞穂市居宅介護
者慰労事業実施規則第２条、第
３条にて規定）

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的
居宅において常時介護を要する高齢者の主たる介護者に対し、短期入所サービスを利用
した場合にその利用者負担金の一部を助成することにより、介護者の労をねぎらい、高
齢者福祉の向上を図る。

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 地域福祉高齢課

補助金名称 居宅介護者介護慰労事業助成金

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度

補助対象経費 補助率
窓口負担分の

9割分

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

1月の間に10日以内で利用した短期入所サービス（介護保険事
業所）の窓口負担分の9割分を助成（1月につき4日分を限度）

歳
出

当初予算額 720,000 480,000 456,000

決算額 341,581 255,338 182,475

市　一　般　財　源 341,581 255,338 182,475

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

計 341,581 255,338 182,475

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

直近の
見直し状況

時期 内容

効果測定方法 介護者の労をねぎらうとともに高齢者の福祉向上をはかる

達成状況 在宅での介護生活を支えるための長期的な支援を行うことができている。

R5

終期到来により廃止

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。

瑞穂市老人福祉計画において、高齢者がどのよ
うな状態になっても暮らしやすいまちづくりを
目指している。多様な形で支援をしていくには
在宅の介護者支援が重要と考えるため。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。
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●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 事業費補助

補助
対象者

収入、預貯金等資産が乏しく助成を
受けなければ制度の利用が困難な高
齢者（要綱第８条第１項および第
11条第１項にて規定）

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的 判断能力が十分でない高齢者等の権利擁護を図る。

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 地域福祉高齢課

補助金名称 後見人等費用助成金

○ その他

①補助制度開始年度※1 R3 年度

補助対象経費 補助率 100%

単位：円

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

手数料、登記印紙代、鑑定料、診断書作成費用等、審判請求に
必要な費用、または成年後見人等への報酬

歳
出

当初予算額 1,559,000 71,000 360,000

決算額 0 0 0

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 0 0 0

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 0 0 0

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

直近の
見直し状況

時期 内容

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

効果測定方法
助成を受けなければ審判請求ができないかた、または成年後見人等への報酬を支払うこと
ができないかたの成年後見制度の利用を促進

達成状況
市長申立てし裁判所に申立て費用を求償したため支出はないが、補助事業としての実績は
ある。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

R5

終期到来により廃止

②公益上必要があるものと認められるが、効果検証や分析を充実させた上で継続すべきと考える

平成２８年５月に施行された成年後見制度利用
促進法において、制度の利用促進と体制整備等
が市町村の講ずる措置として規定されているた
め。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。
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●補助金の概要

遺族連合会活動費

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 地域福祉高齢課

補助金名称 市遺族連合会補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 事業費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度
補助

対象者

瑞穂市遺族連合会

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的
地域住民が生涯を通じて健やかで安心し、生きがいをもって暮らせる市を形成するため、
明るく活力ある福祉のまちづくりに積極的に参加する団体の自主活動を支援し、地域福祉
活動をより一層推進するため

補助対象経費 補助率
１００％

（予算の範囲内）

単位：円

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 944,000 970,000 962,000

決算額 839,000 940,000 883,000

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 839,000 940,000 883,000

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 839,000 940,000 883,000

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

× 課税団体ではないため

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

○ → 継続理由と見直し内容

→

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

効果測定方法 地域福祉活動の推進

達成状況 補助することにより、各校区の遺族会の地域福祉活動が継続できている。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

令和６年度から市で合同の追悼式を行うことに
より減額する

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

②公益上必要があるものと認められるが、効果検証や分析を充実させた上で継続すべきと考える
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●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 事業費補助

補助
対象者

65歳以上の者を2/3以上含む5人以上
の市内団体のうち営利活動､政治活動を
行わない団体（市地域介護予防活動支
援事業補助金交付要綱第５条に規定）

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的
高齢者を含む住民が集う場を運営する団体等を支援し、地域住民の交流の機会を持つこ
とで、社会的孤立を防止するとともに、生きがいづくりや健康保持を図り、要介護状態
等となることや介護予防又は軽減すること

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 地域福祉高齢課

補助金名称 地域サロン支援事業補助金

○ その他

①補助制度開始年度※1 H8 年度

補助対象経費 補助率
100%

（上限20,000円）

単位：円

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

一般介護予防事業の地域介護予防活動支援事業に係る経費。上
限２万円。

歳
出

当初予算額 250,000 200,000 200,000
決算額 0 119,660 140,000

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 0 119,660 140,000

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 0 119,660 140,000

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

× 課税団体ではないため

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

R5

終期到来により廃止

④公益上必要があるものと認められるが、補助金等の交付の指針に反している項目があるため、内容を精
査した上で今後の方向性について再検討すべきと考える。

高齢者の地域でのつながりを支援することで、
孤立化や介護を防ぐことができるため。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

効果測定方法
住民主体で結成された介護予防に取り組む団体に対し補助することによる継続的な活動
推進

達成状況 新たな団体からの申請があり、活発化している。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。
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●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 事業費補助

補助
対象者

65歳以上で、要介護認定又は要支援認定
を受けている者のうち、排せつに介助を
要し、在宅にて6月以上日常生活用品を常
時使用している者（瑞穂市高齢者日常生
活用品購入費助成事業実施要綱第２条に
規定）

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的
在宅の介護を要する高齢者が日常生活用品を購入した場合に、その費用の一部を助成し、もってそ
の者の日常生活の便宜を図るとともに介護者の経済的負担の軽減を図ること

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 地域福祉高齢課

補助金名称 日常生活用品助成事業補助金

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度

補助対象経費 補助率
100%

（上限4,000円）

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

紙おむつ及び尿取りパット。１月の上限は4,000円。

歳
出

当初予算額 4,320,000 3,888,000 3,888,000
決算額 3,627,514 3,149,632 3,939,235

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 3,627,514 3,149,632 3,939,235

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 3,627,514 3,149,632 3,939,235

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

R5

終期到来により廃止

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。

瑞穂市老人福祉計画において、高齢者がどのよ
うな状態になっても暮らしやすいまちづくりを
目指している。多様な形で支援をしていくには
在宅の介護者支援が重要と考えるため。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

効果測定方法 介護者の経済的負担を軽減するとともに高齢者の福祉向上をはかる

達成状況 在宅での介護生活を支えるための長期的な支援を行うことができている。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。
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●補助金の概要

福祉活動事業に要する経費

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 地域福祉高齢課

補助金名称 保護司・更生保護事業補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 団体運営費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度
補助

対象者

もとす広域保護区保護司会瑞穂
支部
本巣地区更正保護女性会瑞穂支
部②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的

地域住民が生涯を通じて健やかで安心し、生きがいをもって暮らせる市を形成するため、
明るく活力ある福祉のまちづくりに積極的に参加する団体の自主活動を支援し、地域福祉
活動をより一層推進するため。
また、地域のおける犯罪予防活動を推進

補助対象経費 補助率
１００％

（予算の範囲内）

単位：円

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 86,000 86,000 82,000

決算額 78,000 82,000 78,000

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 78,000 82,000 78,000

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 78,000 82,000 78,000

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

× 課税団体ではないため

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

該当しない（財政基盤は安定していない）

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

該当しない（積立金なし）

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

該当しない（補助額が収入５％以上）

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

○

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

○

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

○

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

効果測定方法 犯罪予防及び再犯防止、安心安全な地域づくりのための活動推進

達成状況 補助することにより、保護司会の地域福祉活動が継続できている。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

○

地域社会と更正者をつなぐ役割を持つ保護司団
体を支援することで地域社会の安全や安心を保
つことができるため補助を継続する。終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。
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●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 団体運営費補助

補助
対象者

瑞穂市老人クラブ連合会

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的
地域住民が生涯を通じて健やかで安心し、生きがいをもって暮らせる市を形成するため、
明るく活力ある福祉のまちづくりに積極的に参加する団体の自主活動を支援し、地域福祉
活動をより一層推進するため

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 地域福祉高齢課

補助金名称 老人クラブ連合会補助金

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度

補助対象経費 補助率
１００％

（予算の範囲内）

単位：円

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

老人クラブ連合会及び単位老人クラブ活動費

歳
出

当初予算額 6,800,000 6,800,000 7,000,000

決算額 4,727,387 6,252,004 5,920,248

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 4,727,387 6,252,004 5,920,248

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 4,727,387 6,252,004 5,920,248

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

× 課税団体ではないため

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

該当しない（財政基盤は安定していない）

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

該当しない（積立金なし）

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

該当しない（補助額が収入５％以上）

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

×

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

×

この欄は○の場合も理由を記入する。
連合会は各単位クラブから組織されている。連合会が
取りまとめる事により適正に各単位クラブへ助成でき
ているため切り替える必要はない

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

×

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

○

R5

終期到来により廃止

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。

老人クラブは地域のイベントやボランティア活
動を積極的に行い、地域社会の活性化に貢献し
ているため、補助を継続する。終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

×

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

×

県から老人クラブ活動等事業費補助金が交付さ
れているため、実質50％未満となる。

効果測定方法 地域福祉活動の推進

達成状況 補助することにより、老人クラブの地域福祉活動が継続できている。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

○
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●補助金の概要

身体障害者研修費、活動費

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

× 交付条件は設定していない。

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

コロナ感染症の影響もあり、事業が実施できていない時期が続い
た。5類になった後も、今だ事業や研修を一部自重している状態で
ある。令和６年度補助金申請金額の見直しを行った。令和7年度以
降も事業、研修の見直しを行い予算計上にも反映させていく。

計 187,169 175,411 180,000

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 187,169 175,411 180,000

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

単位：円

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 800,000 800,000 800,000

決算額 187,169 175,411 180,000

法律 県条例 市例規

目的 身体障害者の生活擁護、福祉の増進及び親睦を図るとともに、道義の高揚に努める。

補助対象経費 補助率
予算の範囲内で
市長が定める額

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 福祉生活課

補助金名称 市身体障害者福祉協会補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 団体運営費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度
補助

対象者

瑞穂市身体障害者福祉協会

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

○ → 継続理由と見直し内容

→

査定者の意見

Ｒ５年度補助金の返還及びＲ６年度約４０％の補助金申
請額の減額。

効果測定方法
事業の実績、通帳、決算書を年度末に確認。次年度に向けた計画について事業の目的に見合ってい
るか確認し、適正な補助金申請を行う。

達成状況 公共の福祉向上及び増進に貢献。

②公益上必要があるものと認められるが、効果検証や分析を充実させた上で継続すべきと考える

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

× 複数の見積を取るなど、運営努力を行う。

障がい者の自立助長を促す意味で、当該補助事
業の存在意義は大きい。コロナ5類移行以後であ
るが事業を自重している部分もあるため、実情
に応じた補助金申請を行い、複数の見積徴収を
行うなどの努力をしていく。

理由と時期

継続理由

直近の
見直し状況

時期
Ｒ５補助金清算
Ｒ６補助金申請

内容

R5

終期到来により廃止

終期未到来だが廃止

見直しをして継続

現行のまま補助を継続

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

×

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

○

令和6年度は約４０％の削減を行った。今後も実情に応じ
て補助率を減らす検討は継続する。しかしながら、障がい
者の自立助長を促す意味で、当該補助事業の存在意義は大
きいため削減は慎重に行う必要がある。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

○

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

○

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

×
自主財源は会費収入のみであり、それ以外の自
主財源を求めることは、補助対象者の性格上困
難である。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

○ 積立金はない。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

×
補助額は、収入の５％未満ではない。もし収入
の５％未満となった場合、金額的に研修や活動
を実施することが困難。
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●補助金の概要

紙おむつ購入費（１か月上限４，０００円）

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○ 福祉的給付であるため

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

計 182,948 204,410 173,386

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 182,948 204,410 173,386

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

歳
出

当初予算額 384,000 384,000 234,000

決算額 182,948 204,410 173,386

補助対象経費 補助率 100%
（上限4,000円）

単位：円

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的 在宅の寝たきり重度身体障害者（児）に対し、紙おむつを購入したときに、その費用の一部を助成

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 福祉生活課

補助金名称 重度身体障害者（児）日常生活用品給付事業補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 事業費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度
補助

対象者

瑞穂市在住で、身体障害者手帳の交付を受けて
いる者で、下肢又は体幹機能障害が1級又は2
級に該当する65歳未満の者、自宅において寝
たきり(身体の障害により臥床し、食事・排便等
の日常生活に支障があり、かつ、常時の介護を
必要とする状態)の者

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

効果測定方法 福祉的給付であるため、現状どおり継続する。

達成状況 重度身体障害者（児）の生活環境の改善と、介護者の経済的、身体的負担を軽減した。

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

福祉的給付であるため

理由と時期

継続理由

直近の
見直し状況

時期 継続 内容

R5

終期到来により廃止

終期未到来だが廃止

見直しをして継続

現行のまま補助を継続

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。
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●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 環境課

補助金名称 ごみ集積場設置補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 事業費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度
補助

対象者

自治会及び市長が認めるごみ集
積場の管理者

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠

補助対象経費 補助率 50%

単位：円

法律 県条例 市例規

目的 可燃ごみ及び不燃ごみを衛生的かつ適正に維持管理し、ごみ収集の効率化を図るため。

自治会等が負担する合計額の2分の１に相当する額（上限２０万円）

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 900,000 900,000 900,000
決算額 663,982 905,250 1,449,730

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 663,982 905,250 1,449,730

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 663,982 905,250 1,449,730

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ×

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

×

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また。また下部団体
の決算書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

直近の
見直し状況

時期 内容

効果測定方法 申請件数

達成状況 申請件数　令和３年度　９件、令和４年度　１３件、令和５年度　１７件

R5

終期到来により廃止

②公益上必要があるものと認められるが、効果検証や分析を充実させた上で継続すべきと考える

自治会員の増加があ自治会は集積場の新設が必
要である。
また、適正に使用するためには定期的な修繕等
が必要となるため。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由
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●補助金の概要

要綱に定める額

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 環境課

補助金名称 浄化槽設置整備補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 事業費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度
補助

対象者

建売住宅購入者以外で住宅等
に、合併浄化槽を新たに設置す
る者

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠

補助対象経費 補助率

単位：円

法律 県条例 市例規

目的 生活排水による河川の水質汚濁の進行を防止し、公共水域の水質の改善を図るため。

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 112,778,000 91,425,000 92,505,000
決算額 62,962,000 63,193,000 53,614,000

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 62,962,000 63,193,000 53,614,000

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 62,962,000 63,193,000 53,614,000

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また。また下部団体
の決算書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

直近の
見直し状況

時期 内容

効果測定方法 申請件数

達成状況 申請件数　令和３年度　１６７件、令和４年度　１７０件、令和５年度　１４２件

R5

終期到来により廃止

③公益上必要があるものと認められるが、補助対象や内容についてさらに精査し継続すべきと考える。

生活排水による河川水質汚濁の進行を防止し、
公共水域の水質改善を図るためには継続的に事
業を行う必要がある。終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由
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●補助金の概要

処理容器購入費用の２/3を補助する。（上限３万円）

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

×
処理容器を実際に購入した場合の補助金である
ことから設定していない。

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

×
ごみ減量化の推進ためには継続的に事業を行う
必要がある。

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 885,780 1,095,330 1,800,260

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 885,780 1,095,330 1,800,260

歳
出

当初予算額 720,000 900,000 900,000
決算額 885,780 1,095,330 1,800,260

補助対象経費 補助率 66%

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的 一般家庭から出る生ごみの自家処理及び減量等の推進を図るため。

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 環境課

補助金名称 生ごみ処理容器購入補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 事業費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度
補助

対象者

瑞穂市生ごみ処理容器購入補助
金交付要綱

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

ごみ減量化の推進のためには継続的に事業を行
う必要がある。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 － 内容 －

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

×

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

効果測定方法 申請件数

達成状況 申請件数　令和３年度　５６件、令和４年度　６１件、令和５年度　７２件

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また。また下部団体
の決算書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。
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●補助金の概要

排水設備改造工事費

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

計 400,000 100,000 200,000

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 400,000 100,000 200,000

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 1,000,000 800,000 600,000
決算額 400,000 100,000 200,000

法律 県条例 市例規

目的 排水設備改造工事の資金を助成することにより、水洗便所の普及と公衆衛生の向上を図る。

補助対象経費 補助率 50%
（上限１０万円）

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 下水道課

補助金名称 排水設備改造助成金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） 年度 分類 施設整備事業補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 R1 年度
補助

対象者

処理区域内における建築物の所有者
又は改造工事の土地及び建築物所有
者の同意を得た占有者で排水設備改
造工事を実施した者②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） R40

支出根拠

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

○ → 継続理由と見直し内容

→

査定者の意見

効果測定方法 下水道使用料の増加による経費回収率の向上、公共用水質の改善による市内水環境の保全

達成状況
下水道利用により１件あたりの平均下水道使用料は年間５万円の収入増となり、２年以
上で１０万円以上の収入が確保される。
下水道供用区域は、区域外と比較し排水路の水質が良好である。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

R

終期到来により廃止 既存供用開始区域の現在の助成金制度は、令和
６年９月末で終了します。
その後、１０月から岐阜県の要請を受け更なる
水洗化率向上のために「清流の国ぎふ下水道接
続促進キャンペーン」により、令和９年３月ま
での期間で新たな助成制度を実施します。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

③公益上必要があるものと認められるが、補助対象や内容についてさらに精査し継続すべきと考える。

直近の
見直し状況

時期 令和６年５月 内容
「清流の国ぎふ下水道接続促進キャンペーン」に基づ
き、期間限定の助成金要綱の制定

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。
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●補助金の概要

融資にかかる借入金の利子額

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

計 5,956 4,181 2,374

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 5,956 4,181 2,374

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 17,000 17,000 17,000
決算額 5,956 4,181 2,374

法律 県条例 市例規

目的
排水設備改造工事に必要な資金の融資あっ旋及び利子補給の措置を講ずることにより、
水洗便所の普及と公衆衛生の向上を図る。

補助対象経費 補助率 100%

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 下水道課

補助金名称 排水設備借入金利子補給金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） 年度 分類 利子補給金

○ その他

①補助制度開始年度※1 H21 年度
補助

対象者

処理区域内における建築物の所有者
又は改造工事の土地及び建築物所有
者の同意を得た占有者で排水設備改
造工事費を借入して実施した者②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） R48

支出根拠

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

効果測定方法 下水道使用料の増加による経費回収率の向上、公共用水質の改善による市内水環境の保全

達成状況
下水道利用により１件あたりの平均下水道使用料は年間５万円の収入増となり、利子補
給金以上の収入が確保される。
下水道供用区域は、区域外と比較し排水路の水質が良好である。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

R

終期到来により廃止 排水設備改造工事費が調達できない者が、資金
を借入した場合の利子を補給することにより、
水洗化率を向上させ経費回収率の向上に繋がる
ことと公衆衛生の向上を図るため。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。

直近の
見直し状況

時期 平成２１年３月 内容 利子補給の新たな制度の創設

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。
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●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 商工農政観光課

補助金名称 学校給食地産地消推進事業補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 事業費補助

その他

①補助制度開始年度※1 H18 年度
補助

対象者

岐阜県農業協同組合中央会

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠

補助対象経費 補助率 左記のとおり

単位：円

法律 県条例 ○ 市例規

目的
岐阜県補助制度を活用し県･市・JA中央会が共同で学校給食に地元産(県内産・市内産）
農産物を利用した際の購入費の一部を補助し、地産地消を推進することを目的とする。

地元産農産物については市及び県より2/3補助
地元産水産物については市及び県より全額補助

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 1,400,000 1,400,000 1,400,000

決算額 1,169,760 1,132,378 1,039,590

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金 584,880 566,189 519,795

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 1,169,760 1,132,378 1,039,590

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 584,880 566,189 519,795

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 × 県要領により補助率が決定しているため

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

× 県要領により条件が設定されている

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

直近の
見直し状況

時期 内容

効果測定方法 補助事業の実績報告にて事業の効果を確認している。

達成状況 補助事業は学校給食における地産地消の推進につながっている。

R5

終期到来により廃止

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。

県要領により補助率が定められており、市も補
助する必要がある。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由
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●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

× 要綱上では市税納付条件を設定していない。

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 2,286,200 2,105,400 1,924,500

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 2,286,200 2,105,400 1,924,500

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 2,449,000 2,449,000 2,449,000

決算額 2,286,200 2,105,400 1,924,500

補助対象経費 補助率
粒剤200円／a
液剤100円／a

単位：円

法律 県条例 市例規

目的 市内における農家の防除活動の安全実施と非農家の生活の安定と調和を図ること。

病害虫防除の防除事業に係る経費 (粒剤、液剤の購入費の補助）

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 商工農政観光課

補助金名称 協定防除実施補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 事業費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H16 年度
補助

対象者

協定防除事業を行う農業生産団
体で市長が認定したもの

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

R5

終期到来により廃止

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。

廃止した場合防除時期を集中できなくなること
から、非農家住民からの農薬（液剤）散布によ
る健康被害の苦情が増加する可能性が高い。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

直近の
見直し状況

時期 H30 内容 粉剤の補助を廃止

効果測定方法 補助事業の実績報告にて事業の効果を確認している。

達成状況 補助事業は水田と住居が隣接する市内の環境保護につながっている。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。
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●補助金の概要

地域農業の振興や農業経営の安定を目的に組織された団体の運営に要する費用

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 団体運営費補助

補助
対象者

瑞穂市農業振興会

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的 地域農業の振興や農業経営の安定を図ることを目的とする。

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 商工農政観光課

補助金名称 瑞穂市農業振興会補助金

○ その他

①補助制度開始年度※1 H16 年度

補助対象経費 補助率 10分の３以内

単位：円

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

歳
出

当初予算額 1,714,000 5,486,000 5,855,000

決算額 1,713,918 2,745,371 2,003,722

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 1,713,918 2,745,371 2,003,722

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 1,713,918 2,745,371 2,003,722

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ×
補助単価の見直しは行っていなかったが、市農
業振興会の活動内容や近隣市町の状況を勘案し
見直しを行っていく。

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

×
当該補助金に市税の納付状況などの交付条件の
設定は必要ないと判断される。

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

○

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

○

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

○

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

×

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

○

この欄は○の場合も理由を記入する。
市農業振興会を通じて各団体に補助する事によ
り補助金を効果的に活用できているので、直接
補助に切り替える必要はない。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

×

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

○

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

○

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

効果測定方法 補助事業の実績報告にて事業の効果を確認している。

達成状況 補助事業は地域農業の振興につながっている。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

○

今後も補助事業を継続し、地域農業の振興を図
る必要がある。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

③公益上必要があるものと認められるが、補助対象や内容についてさらに精査し継続すべきと考える。
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●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 その他補助

補助
対象者

市に新たに工場等の設置を行う
事業者のうち条件を満たす者

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的 本市における企業の立地を促進するため

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 商工農政観光課

補助金名称 工場等設置奨励金

○ その他

①補助制度開始年度※1 H23 年度

補助対象経費 補助率

対象となる固定
資産税額の
100％（3～5
年間）

単位：円

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

奨励金の交付基準及び交付額は、投下固定資産に対して賦課さ
れた固定資産税額を限度とし、交付期間は、操業開始後初めて
固定資産税を賦課された年度から3年間とする

歳
出

当初予算額 34,362,000 29,238,000 26,226,000

決算額 29,237,800 24,725,700 21,814,100

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 29,237,800 24,725,700 21,814,100

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 29,237,800 24,725,700 21,814,100

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

直近の
見直し状況

時期 令和５年度 内容
対象要件の緩和、奨励金交付期間の延長、雇用促進奨励
金の追加

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

効果測定方法 奨励金の活用件数で測定する

達成状況 令和５年度の奨励金対象企業は２件

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

R5

終期到来により廃止

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。

今後も補助事業を継続し、企業の立地を促進す
る必要がある。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。
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●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 団体運営費補助

補助
対象者

瑞穂市商工会

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的
市内の小規模事業者の指導事業及び商工業者の振興と安定を図るための事業に要する経費
を補助し、商工業の総合的な発展に寄与すること

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 商工農政観光課

補助金名称 商工会活動補助金

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度

補助対象経費 補助率 1/3～1/2

単位：円

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

(1)　経営改善普及事業　査定事業費のうち国県補助金及びその
他特定財源を除く事業費の2分の1以内の額
(2)　一般事業費　査定事業費のうち特定すべき財源を除く事業
費の3分の1以内の額。ただし、地域振興事業、青年部活動事業
及び女性部活動事業のうち市長が必要と認めた事業について
は、市長が認めた額
(3)　管理費　渉外費を除いた査定事業費のうち特定財源を除く
3分の1以内で、市長が定める額

歳
出

当初予算額 10,000,000 10,000,000 10,000,000

決算額 9,749,656 9,792,232 10,000,000

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 9,749,656 9,792,232 10,000,000

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 9,749,656 9,792,232 10,000,000

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

×
補助対象者が商工会法に基づき設立された公的
団体であるため、市税の納付状況など交付条件
の設定は必要ないと判断される。

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

○

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

○

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

○

直近の
見直し状況

時期 内容

この欄は○の場合も理由を記入する。
再補助先は、商工会の事業の一部を特化して実
施する組織であるため、市から補助することは
効率的ではないと考える。決算書等は不定期で
入手している。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

○

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

効果測定方法 補助事業の実績報告にて事業の効果を確認している。

達成状況 補助事業は商工業の振興につながっている。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

○

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

R5

終期到来により廃止

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。

今後も補助事業を継続し、商工業の総合的な発
展を図る必要がある。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

○

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

×

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

○
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№

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 事業費補助

補助
対象者

瑞穂市商工会

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的
総合計画、瑞穂市まち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げる目標指標達成のため、創業
支援事業に対し補助を行う。

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 商工農政観光課

補助金名称 創業者支援事業補助金

○ その他

①補助制度開始年度※1 H28 年度

補助対象経費 補助率

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

歳
出

当初予算額 1,000,000 1,000,000 1,350,000
決算額 1,000,000 1,000,000 1,350,000

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 1,000,000 1,000,000 1,350,000

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 1,000,000 1,000,000 1,350,000

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

×
市外在住者も対象としていることから、市税の
納付状況の条件を設定していない。

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

創業のため、商工会から1月以上かつ4回以上の指導を受け、経
営、財務、人材育成及び販路開拓の4項目の知識を習得し、商
工会が作成し整備した創業支援カルテにて4項目の受講証明を
するまでに要する経費

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

直近の
見直し状況

時期 令和５年度 内容
当補助は、「総合計画」「瑞穂市まち・ひと・しごと創生総合
戦略」に基づく事業であるが、毎年補助額以上の事業費となっ
ていたため補助額を増額した。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

R5

終期到来により廃止

②公益上必要があるものと認められるが、効果検証や分析を充実させた上で継続すべきと考える

今後も補助事業を継続し、総合計画、瑞穂市ま
ち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げる目標指
標を達成する必要がある。（創業者支援事業は
中部経済産業局に申請し認定された事業であ
り、当支援を受けた方は登録免許税の減免や貸
付利率の引き下げ等の優遇措置を受けられ

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

効果測定方法 創業塾を受講後の創業予定者数の把握

達成状況 令和５年度の創業者数は２件

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。
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№

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

×
補助対象が自治会のため、基本的に賦課される
ことがないため。

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 0 0 0

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 0 0 0

歳
出

当初予算額 1,500,000 1,500,000 1,500,000

決算額 0 0 0

補助対象経費 補助率 1/2以上

単位：円

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

自治会が行う「美江寺宿場まつり」事業に要する経費のうち、
市長が必要と認めるもの

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的 美江寺宿を地域資源として活用し観光振興を図ること

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 商工農政観光課

補助金名称 地域資源活性化補助金

○ その他

①補助制度開始年度※1 H27 年度

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 イベント補助

補助
対象者

美江寺自治会

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

×

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

×

当補助は、「総合計画」「瑞穂市まち・ひと・
しごと創生総合戦略」に基づき、市の観光力向
上のため、実施している事業である。宿場祭り
は、他地区のお祭りとは異なり、県外市外の来
場者も広く受け入れ、中山道のＰＲ、観光客の
誘致を行っていることから市が費用を負担すべ
きものである。以上の点から５０％を超えた補
助率で実施している。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

○

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

R5

終期到来により廃止

⑥効果検証より公益上必要があるものと判断しにくく、今後の方向性について再検討する必要がある。

今後も補助事業を継続し、美江寺宿を地域資源
とした観光振興を図る必要がある。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

直近の
見直し状況

時期 内容

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

○

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

効果測定方法 イベント時にアンケート調査の実施

達成状況 コロナにより令和５年度まで４年間中止

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

○

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

×
当補助は、「総合計画」「瑞穂市まち・ひと・
しごと創生総合戦略」に基づき、市の観光力向
上のため、実施している事業であるため。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

○ 積立金なし

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

×
当補助は、「総合計画」「瑞穂市まち・ひと・
しごと創生総合戦略」に基づき、市の観光力向
上のため、実施している事業であるため。
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№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 商工農政観光課

補助金名称 中小企業融資利子補給補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 利子補給金

○ その他

①補助制度開始年度※1 R2 年度
補助

対象者

瑞穂市商工会

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的 市内中小企業及び小規模事業者の経営の安定と発展を図るため。

補助対象経費 補助率
利子額の20％
（上限5万円）

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

対商工会　利子補給事務に係る事務経費
対事業者（商工会を通じ補助）　借り入れた対象融資のうち、
前年度の1月1日から当該年度の12月31日までに支払った利子
額(延滞に係る利子額を除く。)の20％、最大５万円まで

歳
出

当初予算額 3,000,000 2,000,000 4,500,000
決算額 918,764 606,535 1,309,824

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　特別交付税　）

計 918,764 606,535 1,309,824

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

算出不可 算出不可 算出不可

市　一　般　財　源 918,764 606,535 1,309,824

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

効果測定方法 実績報告により、申請件数、申請額、借入額等の確認をしている。

達成状況
コロナ禍において無利子融資を受けた企業が令和５年度より返済を開始しており、申請件
数、申請額が増加している。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

依然として融資を受けている中小企業及び小規
模事業者は多く、市内の企業への支援策として
必要な事業と考えられる。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

②公益上必要があるものと認められるが、効果検証や分析を充実させた上で継続すべきと考える
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●補助金の概要

アスベスト除却等に要する経費

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 都市開発課

補助金名称 アスベスト除去費用助成金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 施設整備事業補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H18 年度
補助

対象者
建築物の所有者又は管理者

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠

補助対象経費 補助率 50%

単位：円

法律 県条例 市例規

目的 アスベストの飛散による市民の健康被害防止と不安解消を図る

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 2,000,000 1,000,000 1,000,000

決算額 0 0 0

市
財
源
内
訳

国　支　出　金 0 0 0

県　支　出　金 0 0 0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 0 0 0

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 0 0 0

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

令和５年度の支出はないが、申請があれば令和
６年度以降の当該チェックポイントは○となる
見込みである。

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

×
令和６年度中に支出根拠である市例規の改正を
検討します。

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

令和５年度の支出はないが、申請があれば令和
６年度以降の当該チェックポイントは○となる
見込みである。

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

○ → 継続理由と見直し内容

→

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

直近の
見直し状況

時期 内容

効果測定方法 申請件数

達成状況 申請件数　令和３年度　０件、令和４年度　０件、令和５年度　０件

R5

終期到来により廃止

③公益上必要があるものと認められるが、補助対象や内容についてさらに精査し継続すべきと考える。

（継続理由）過去３年間の支出はないものの、
アスベスト除却等に要する経費を補助すること
で、直接的に健康被害防止が図られるため。
（見直し内容）市税の納付状況など交付条件の
設定を検討する。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由
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●補助金の概要

アスベスト調査に要する経費

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 都市開発課

補助金名称 アスベスト調査費用助成金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 施設整備事業補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H18 年度
補助

対象者
建築物の所有者又は管理者

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠

補助対象経費 補助率 100%

単位：円

法律 県条例 市例規

目的 アスベストの飛散による市民の健康被害防止と不安解消を図る

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 500,000 250,000 250,000

決算額 0 0 0

市
財
源
内
訳

国　支　出　金 0 0 0

県　支　出　金 0 0 0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 0 0 0

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 0 0 0

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

令和５年度の支出はないが、申請があれば令和
６年度以降の当該チェックポイントは○となる
見込みである。

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

×
令和６年度中に支出根拠である市例規の改正を
検討します。

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

令和５年度の支出はないが、申請があれば令和
６年度以降の当該チェックポイントは○となる
見込みである。

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

○ → 継続理由と見直し内容

→

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

直近の
見直し状況

時期 内容

効果測定方法 申請件数

達成状況 申請件数　令和３年度　０件、令和４年度　０件、令和５年度　０件

R5

終期到来により廃止

③公益上必要があるものと認められるが、補助対象や内容についてさらに精査し継続すべきと考える。

（継続理由）過去３年間の支出はないものの、
アスベスト調査に要する経費を補助すること
で、間接的に健康被害防止が図られるため。
（見直し内容）市税の納付状況など交付条件の
設定を検討する。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由
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●補助金の概要

木造住宅の耐震改修工事又は除却工事に要する経費

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 都市開発課

補助金名称 木造住宅耐震補強工事費補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 施設整備事業補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H22 年度
補助

対象者
建築物の所有者等

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的
建築物等の耐震性向上を図り、地震発生時における既存建築物等の倒壊等による災害を防
止する

補助対象経費 補助率
事業内容等によ

り異なる

単位：円

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 4,536,000 4,552,000 3,714,000

決算額 2,187,000 396,000 0

市
財
源
内
訳

国　支　出　金 997,000 198,000 0

県　支　出　金 594,000 99,000 0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 2,187,000 396,000 0

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 596,000 99,000 0

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

令和５年度の支出はないが、例年の当該チェッ
クポイントは○である。

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

令和５年度の支出はないが、例年の当該チェッ
クポイントは○である。

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

効果測定方法 申請件数、住宅の耐震化率（耐震促進改修計画より令和７年度末での目標９５％）

達成状況
申請件数　令和３年度　３件、令和４年度　１件、令和５年度　０件
住宅の耐震化率　令和５年度末　８０％

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

木造住宅の耐震改修工事又は除却工事に要する
経費を補助することで、直接的に、地震発生時
における既存建築物等の倒壊等による災害防止
が図られるため。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

②公益上必要があるものと認められるが、効果検証や分析を充実させた上で継続すべきと考える
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●補助金の概要

ブロック塀等の耐震改修に要する経費

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 104,000 136,000 34,000

市
財
源
内
訳

国　支　出　金 133,000 141,000 67,000

県　支　出　金 65,000 70,000 34,000

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 302,000 347,000 135,000

歳
出

当初予算額 3,000,000 1,500,000 1,500,000

決算額 302,000 347,000 135,000

補助対象経費 補助率
通学路…2/3

通学路外…1/2

単位：円

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的
地震発生時におけるブロック塀等の倒壊による被害を防止し、住民避難や緊急車両の通行
を確保するため

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 都市開発課

補助金名称 ブロック塀等耐震改修事業補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 施設整備事業補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H31 年度
補助

対象者
ブロック塀等の所有者等

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

ブロック塀等の耐震改修に要する経費を補助す
ることで、直接的に、地震発生時におけるブ
ロック塀等の倒壊による被害防止及び住民避難
や緊急車両の通行確保が図られるため。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

②公益上必要があるものと認められるが、効果検証や分析を充実させた上で継続すべきと考える

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

効果測定方法 申請件数

達成状況 申請件数　令和３年度　３件、令和４年度　２件、令和５年度　１件

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。
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●補助金の概要

建築物の耐震診断に要する経費

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

令和５年度の支出はないが、例年の当該チェッ
クポイントは○である。

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

令和５年度の支出はないが、例年の当該チェッ
クポイントは○である。

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 213,000 0 0

市
財
源
内
訳

国　支　出　金 425,000 0 0

県　支　出　金 212,000 0 0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 850,000 0 0

歳
出

当初予算額 1,000,000 1,000,000 1,000,000

決算額 850,000 0 0

補助対象経費 補助率 2/3

単位：円

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的
建築物等の耐震性向上を図り、地震発生時における既存建築物等の倒壊等による災害を防
止する

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 都市開発課

補助金名称 建築物耐震診断補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 施設整備事業補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H22 年度
補助

対象者
建築物の所有者等

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

建築物の耐震診断に要する経費を補助すること
で、間接的に、地震発生時における既存建築物
等の倒壊等による災害防止が図られるため。終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

③公益上必要があるものと認められるが、補助対象や内容についてさらに精査し継続すべきと考える。

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

効果測定方法 申請件数、住宅の耐震化率（耐震促進改修計画より令和７年度末での目標９５％）

達成状況
申請件数　令和３年度　１件、令和４年度　０件、令和５年度　０件
住宅の耐震化率　令和５年度末　８０％

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。
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●補助金の概要

特定空家等の除却に要する経費

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 0 250,000 334,000

市
財
源
内
訳

国　支　出　金 0 0 0

県　支　出　金 0 250,000 166,000

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 0 500,000 500,000

歳
出

当初予算額 500,000 1,000,000 1,000,000

決算額 0 500,000 500,000

補助対象経費 補助率 1/3

単位：円

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的 市民生活の安全・安心な住環境を確保する

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 都市開発課

補助金名称 特定空家等除却費補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 施設整備事業補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 R3 年度
補助

対象者

特定空家等の所有者等

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

特定空家等の除却に要する経費を補助すること
で、直接的に、市民生活の安全・安心な住環境
の確保が図られるため。終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

効果測定方法 申請件数

達成状況 申請件数　令和３年度　０件、令和４年度　１件、令和５年度　１件

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。
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●補助金の概要

事業に係る人件費、家賃

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

○

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

計 5,059,000 12,034,000 8,425,000

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 1,687,000 4,012,000 2,809,000

市
財
源
内
訳

国　支　出　金 1,686,000 4,011,000 2,808,000

県　支　出　金 1,686,000 4,011,000 2,808,000

その他（　　　　　　　　　　　　　）

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 7,701,000 14,747,000 11,680,000
決算額 5,059,000 12,034,000 8,425,000

法律 ○ 県条例 市例規

目的 利用児童が多い小学校区の受け皿として開設する民間クラブを促進し、支援するため。

補助対象経費 補助率 100%

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 幼児教育課

補助金名称 放課後児童健全育成事業補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R7 年度 分類 事業費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 R2 年度
補助

対象者

特非営利活動法人　学習館みず
ほ
特定非営利活動法人　Ｌｉｎｋ
－ｕｐみずほ②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

効果測定方法 それぞれの補助対象者おいて、一定数の児童を受け入れることができたか。

達成状況 クラブ利用希望児童が多い小学校区の受け皿として、目的が達成された。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

②公益上必要があるものと認められるが、効果検証や分析を充実させた上で継続すべきと考える

市の放課後児童クラブ利用希望者が増加してい
る現状を鑑み、引き続き市営クラブで受けきれ
ない児童の受け皿としての役割を担っていただ
くため、補助金の継続が必要。

理由と時期

継続理由

直近の
見直し状況

時期
国の子ども・子育て
支援事業交付金要綱
の改定時期

内容
改定された基準額に基づき、その都度補助金額を見直し
ている。

R7

終期到来により廃止

終期未到来だが廃止

見直しをして継続

現行のまま補助を継続

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。



50

●補助金の概要

事務消耗品、調査研究費、謝礼金等

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 学校教育課

補助金名称 学校保健会補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 事業費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H22 年度
補助

対象者

瑞穂市学校保健会

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠

補助対象経費 補助率 100%

単位：円

法律 県条例 市例規

目的 教育振興の円滑な実施及び充実に質するため

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 350,000 350,000 350,000
決算額 213,776 249,968 286,731

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 213,776 249,968 286,731

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 213,776 249,968 286,731

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

該当無

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また。また下部団体
の決算書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

効果測定方法 事業報告書

達成状況
昨年度まではコロナ禍により開催できていなかった保健会総会を実施。今後も瑞穂市の
学校保健の充実を図る。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

学校教育に準ずる活動であり、教育振興の円滑
な実施及び充実に質するため補助を継続する

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

直近の
見直し状況

時期 R5 内容 補助対象経費の見直し

R5

終期到来により廃止

③公益上必要があるものと認められるが、補助対象や内容についてさらに精査し継続すべきと考える。
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●補助金の概要

施設整備費、教材費等

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

該当無

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

計 20,000 20,000 20,000

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 20,000 20,000 20,000

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

歳
出

当初予算額 29,000 29,000 20,000
決算額 20,000 20,000 20,000

補助対象経費 補助率
20,000円(生徒1人に

つき3,000円加算)

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的 教育振興の円滑な実施及び充実に質するため

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 学校教育課

補助金名称 岐阜朝鮮学園補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 団体運営費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H22 年度
補助

対象者

学校法人　岐阜朝鮮学園

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

事業の継続について

効果測定方法 事業報告書

達成状況

③公益上必要があるものと認められるが、補助対象や内容についてさらに精査し継続すべきと考える。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

○

学校教育に準ずる活動であり、教育振興の円滑
な実施及び充実に質するため補助を継続する

理由と時期

継続理由

直近の
見直し状況

時期 R3 内容

R5

終期到来により廃止

終期未到来だが廃止

見直しをして継続

現行のまま補助を継続

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

○

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

○

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

○

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

○

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

該当無

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

○
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●補助金の概要

各種大会に要する交通費、宿泊料、参加費等

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 学校教育課

補助金名称 選手派遣補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 事業費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H22 年度
補助

対象者

市内中学校

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的 教育振興の円滑な実施及び充実に質するため

補助対象経費 補助率 100%
（市長が認める額）

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 300,000 600,000 450,000
決算額 366,580 151,800 161,700

市　一　般　財　源 366,580 151,800 161,700

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

計 366,580 151,800 161,700

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

該当無

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

R5

終期到来により廃止

終期未到来だが廃止

見直しをして継続

現行のまま補助を継続

補助事業の継続について

効果測定方法 事業報告書

達成状況 検討の結果、継続

③公益上必要があるものと認められるが、補助対象や内容についてさらに精査し継続すべきと考える。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

学校教育に準ずる活動であり、教育振興の円滑
な実施及び充実に質するため補助を継続する

理由と時期

継続理由

直近の
見直し状況

時期 R5 内容
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●補助金の概要

消耗品費、交通費、校外活動費、謝礼等

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 学校教育課

補助金名称 特別支援学級補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 事業費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H22 年度
補助

対象者

市内小中学校

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的 教育振興の円滑な実施及び充実に質するため

補助対象経費 補助率
100％（市長が

認める額）

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 1,261,000 1,432,000 1,562,000
決算額 482,934 873,326 1,284,620

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 482,934 873,326 1,284,620

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 482,934 873,326 1,284,620

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

課税対象ではない

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また。また下部団体
の決算書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 R5 内容 補助上限の単価見直し

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

効果測定方法 事業報告書

達成状況
多額の不用額が発生しているため、補助上限の単価を変更した。
金額について見直しを図りながら、特別支援学級の児童生徒が社会参加するための活動費等として
活用。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

教育振興の円滑な実施及び充実に質するため補
助を継続する

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

③公益上必要があるものと認められるが、補助対象や内容についてさらに精査し継続すべきと考える。
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●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

× 任意団体であるため市税の納付はなし

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 485,000 485,000 485,000

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 485,000 485,000 485,000

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 485,000 485,000 485,000
決算額 485,000 485,000 485,000

補助対象経費 補助率
100%

（上限50万）

単位：円

法律 県条例 市例規

目的
　保護者の学びにつながるPTA会員の交流や研修、児童・生徒の安全のための活動など、児童生徒
が安心して健やかに成長できる環境づくりに寄与する。

　児童生徒の健全育成を推進するための会議、講演会等に要する経費

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 生涯学習課

補助金名称 ＰＴＡ連合会補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 団体運営費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度
補助

対象者

瑞穂市PTA連合会

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

R5

終期到来により廃止

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。

・PTA活動は、かけがえない子どもたちの笑顔と成
長をサポートしつつ、保護者として在り方を互いに学
び合う貴重な機会であるため、補助事業の継続は不可
欠である。（令和6年1月：こどもまんなか応援サ
ポーター宣言）

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

直近の
見直し状況

時期 内容

効果測定方法
市PTA連合会顧問に助言をいただき、役員会で補助対象事業について見直すとともに、事業計画・
会計簿等について課長、課員で点検を行った。

達成状況
・補助対象事業は子どもたちの成長に関するもので、目的意識をもって取り組めている。
・複数の目でチェックを行い、適切な補助事業の在り方について共有できた。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

○

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

×

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

○

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

○

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

○

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

該当しない（PTA加入率の低下のため財政基盤
は安定していない。）

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

○

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

該当しない（補助額が収入５％以上）
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●補助金の概要

上記目的達成のための会議費、研修経費及び育成会長指導に係る経費

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 生涯学習課

補助金名称 こども会補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 団体運営費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度
補助

対象者

瑞穂市子ども会育成協議会

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的 子ども会活動事業を通して、子どもの健全育成と住みやすい豊かな地域づくりの推進

補助対象経費 補助率 100%

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 2,672,000 2,537,000 2,550,000
決算額 420,085 752,900 1,567,403

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 420,085 752,900 1,567,403

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 420,085 752,900 1,567,403

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

×
単価、補助率の設定はない。事業内容と経費内
容を確認して補助している。

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 × 事業内容のヒアリングをしている。

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

× 該当無し

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

該当しない（財政基盤は安定しておらず市補助
金無しでの運営は困難である。）

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

該当しない（積立金なし）

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

該当しない（補助額が収入５％以上）

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

×

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

○

この欄は○の場合も理由を記入する。
各校区子ども会への再補助がある。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

○

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

×

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

○

団体運営費補助そのものである。自主財源は若
干あるが全体運営まで持っていくことは困難を
極める。

効果測定方法 補助金申請時にヒアリング実施

達成状況
子どもの数が減少する中、単位子ども会の休会が目立ってきている。その中でも子ども
の健全育成のため事業展開を推進し健全育成に寄与している。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

○

瑞穂市子ども会育成協議会の事業内容を改善
し、子ども会役員の負担軽減を図りつつ、休会
子ども会に歯止めをかけようと努力を継続中。
青少年健全育成活動を推進している団体なの
で、今後も継続は必要である。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

③公益上必要があるものと認められるが、補助対象や内容についてさらに精査し継続すべきと考える。
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●補助金の概要

家庭教育の充実に要する軽費

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 生涯学習課

補助金名称 家庭教育学級補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 団体運営費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H18 年度
補助

対象者

家庭教育学級運営委員会

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的 保護者の家庭教育における教育力の向上及び保護者同士のコミュニケーションの醸成

補助対象経費 補助率 100%
（予算の範囲内）

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 950,000 950,000 950,000
決算額 478,297 587,808 581,053

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 478,297 587,808 581,053

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 478,297 587,808 581,053

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

× 任意団体であるため市税の納付はなし

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

該当しない（財政基盤は安定していない）

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

該当しない（積立金なし）

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

該当しない（補助額が収入５％以上）

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

○

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

○

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

×

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

○

効果測定方法
・家庭教育学級発表会において実践発表・振り返りを行い、今年度の成果を確かめた。
・事業計画・会計簿等について課長、課員で点検を行った。

達成状況
・補助対象事業は各施設によって工夫され、保護者の教育力向上に寄与している。
・複数の目でチェックを行い、適切な補助事業の在り方について共有できた。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

○

家庭教育支援を社会全体で行う必要性が高まっ
ているなか、多くの子育て世代の親が集まり学
習する機会は重要である。家庭教育学級への補
助は、今後も継続して必要である。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。
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●補助金の概要

伝統文化の保護及び伝承に寄与する経費

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 生涯学習課

補助金名称 宮田雅楽五音社保存会補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 保護目的補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度
補助

対象者

宮田雅楽五音社

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的 伝統文化の保護及び伝承

補助対象経費 補助率 100%

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 100,000 100,000 100,000
決算額 100,000 100,000 100,000

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 100,000 100,000 100,000

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 100,000 100,000 100,000

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○
伝統文化保護伝承事業補助金で、市長が認める
額としている。

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

×
単価、補助率の設定はない。事業内容と経費内
容を確認して補助している。

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○ 事業内容のヒアリングを実施している。

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

× 任意団体であるため市税の納付はなし

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

該当しない（財政基盤は安定しておらず市補助
金無しでの運営は困難である。）

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

該当しない（積立金なし）

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

該当しない（補助額が収入５％以上）

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

○

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

×

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

○

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 Ｒ５春 内容
総事業費が上がってきているが、内容を精査し現状補助
金額での運営に努めている。

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

×

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

○

事業費補助そのものである。自主財源確保への
道は厳しいと見ている。

効果測定方法 補助金交付申請時にヒアリング実施

達成状況 和宮例祭での雅楽演奏が主な活動事業であり、この目的を達成している。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

○

和宮例祭は当市の重要な伝統文化伝承事業であ
り、継続して支援を行うべきものであるため。
今後も継続して補助が必要である。終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。
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●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 団体運営費補助

補助
対象者

瑞穂女性の会

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的 女性の教養の向上、生活改善及び地域への協働参加

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 生涯学習課

補助金名称 女性の会補助金

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度

補助対象経費 補助率
100％(上限30万円

会員1人あたり
800円加算)

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

地域社会への奉仕活動、福祉又は文化の推進を図るための研修
会、会議等に要する経費

歳
出

当初予算額 766,000 688,000 611,000
決算額 428,000 489,326 544,088

市
財
源
内
訳

国　支　出　金 0 0 0
県　支　出　金 0 0 0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 428,000 489,326 544,088

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 428,000 489,326 544,088

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

× 任意団体であるため市税の納付はなし

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○
野外活動時の飲食費は研修費として計上し補助
対象として認めている。交際費、慶弔費、懇親
会費、積立金は該当なし。

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

該当しない（財政基盤は安定していない）

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

該当しない（積立金なし）

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

該当しない（補助額が収入５％以上）

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

○

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

繰越金なし

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

R5

終期到来により廃止

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。

女性の活躍や立場向上が強く問われる現代において、女性
の知識・教養の向上や地域での連携強化・協働参画を推進
していくことは市としても非常に重要であり、当団体はそ
の役割を担う存在であると考えられる。多くの市審議会等
においても女性市民の代表者として参画している。した
がって、今後も継続して補助が必要である。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

×

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

○

自主財源として全ての会員から年間500円の団
費を徴収しているが、全体運営まで持っていく
ことは困難を極める。

効果測定方法 会員数、活動回数

達成状況
３年余に渡るコロナ禍、会員の高齢化により会員数は減少している状況ではあるが、役
員の運営努力や会員同士の連携協力によりなんとか事業を維持・推進している。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

○
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●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 団体運営費補助

補助
対象者

瑞穂市少年リーダー運営指導委
員会

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的
瑞穂市少年リーダーに対し、地域の青少年活動を通して、豊かな人間性と望ましい社会性や、地域
の青少年活動等の活性化を図るためのリーダーとして資質を育むことを目的とする。

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 少年リーダー活動補助金

補助金名称 少年リーダー活動補助金

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度

補助対象経費 補助率
100％

(上限60万円）

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

地域社会における青少年活動のリーダー養成を図るための研
修、指導等に要する経費

歳
出

当初予算額 600,000 600,000 600,000
決算額 130,286 213,059 417,940

市
財
源
内
訳

国　支　出　金 0 0 0

県　支　出　金 0 0 0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 130,286 213,059 417,940

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 130,286 213,059 417,940

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○ 単価の妥当性を検証し、見直しを検討する。

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

× 任意団体であるため市税の納付はなし

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

× 活動内容および経費の見直しを検討する。

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

該当しない（財政基盤は安定していない）

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

該当しない（積立金なし）

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

該当しない（補助額が収入５％以上）

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

○

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

×

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

○

R5

終期到来により廃止

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。

青少年の健全育成・指導者育成という面はもちろん、若年層（特に
子ども）の地域活動離れが顕著となっている現代において、市内学
生が率先して地域活動に参画する意義は非常に大きい。現在は、
市、子ども会、校区組織、体育協会、文化協会、地区社協など多く
の団体から派遣依頼が寄せられており、当団体は地域活動の推進に
も寄与しているといえる。したがって、今後も継続して補助が必要
である。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

×

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

○

自主財源として全ての団員から年間2,000円の
団費を徴収しているが、全体運営まで持ってい
くことは困難を極める。

効果測定方法 団員数、活動回数（行政・他団体からの派遣依頼も含む）

達成状況
３年余に渡るコロナ禍により活動が停滞していたが、団員数もコロナ前の水準に戻り、団員の出席
率も高くなっている。市や各種団体からの派遣も増えており知名度も向上してきた。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

○
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●補助金の概要

伝統文化の保護及び伝承に寄与する経費

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 生涯学習課

補助金名称 美江寺観音しょうじょうばやし保存会補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 保護目的補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度
補助

対象者

美江寺猩々囃子保存会

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的 伝統文化の保護及び伝承

補助対象経費 補助率
100%（市長が

認める額）

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 49,000 49,000 49,000
決算額 0 0 0

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 0 0 0

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 0 0 0

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

○ →

→

→ 継続理由と見直し内容

→

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

効果測定方法

達成状況

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

現在、団体の長が代わり従来の精算等を含め、
団体運営について見直しを実施されている。活
動再開となった折りには、状況を見て支援の検
討に入る。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

③公益上必要があるものと認められるが、補助対象や内容についてさらに精査し継続すべきと考える。



61

●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 生涯学習課

補助金名称 文化協会補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 団体運営費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度
補助

対象者

瑞穂市文化協会

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的 文化団体の芸術文化活動の啓発、育成及び地域の芸術文化向上

補助対象経費 補助率 100%

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

文化団体の芸術文化活動の啓発・育成及び地域の芸術文化向上のために実施する事業に要する経費

歳
出

当初予算額 6,790,000 6,790,000 6,385,000
決算額 4,489,644 5,542,596 4,850,855

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 4,489,644 5,542,596 4,850,855

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 4,489,644 5,542,596 4,850,855

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

×
瑞穂市文化協会等交付補助金要綱で、市長が認
める額としている。

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

×
単価、補助率の設定はない。事業内容と経費内
容を確認して補助している。

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 × 事業内容のヒアリングをしている。

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

× 任意団体であるため市税の納付はなし

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

該当しない（財政基盤は安定しておらず市補助
金無しでの運営は困難である。）

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

○

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

該当しない（補助額が収入５％以上）

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

×

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

×

この欄は○の場合も理由を記入する。
文化協会の主旨に沿った事業開催補助と団体育
成、研修等の補助であり構成団体を含めての文
化協会補助である。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

×

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

○
繰越金が発生した場合は市へ返還することと
なっている。

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

×

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

○

効果測定方法 補助金申請時にヒアリング実施

達成状況 構成団体が減少、高齢化する中で、地域の芸術文化向上のため事業を推進している。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

○

以前からの指摘事項改善を継続しつつ文化協会
事業の見直しを図り、文化協会祭という形で合
理化と効率化を図った。公募事業で活動団体の
発掘等協会存続への挑戦も行っている。今後と
も継続は必要である。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

③公益上必要があるものと認められるが、補助対象や内容についてさらに精査し継続すべきと考える。
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●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 生涯学習課

補助金名称 文化財指定遺跡保存会補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 保護目的補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度
補助

対象者

文化財保存会

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的 伝統文化の保護及び伝承

補助対象経費 補助率
100%（市長が

認める額）

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

伝統文化の保護及び伝承に寄与する経費

歳
出

当初予算額 20,000 20,000 20,000
決算額 0 0 0

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 0 0 0

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 0 0 0

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

× 任意団体であるため市税の納付はなし

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

効果測定方法 報告書（写真等）

達成状況

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

当事業の補助を行っていた自治会長には、保存
会資金の見直しを行ってもらっているため、こ
こ数年は歳出を行っていない状況である。
既存の事業以外にも、今後、新たな伝統文化の
保護及び伝承に寄与する事業が出てきた場合に
は補助を行っていく予定であるため、継続する
必要がある。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。
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●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 生涯学習課

補助金名称 文化財修理補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 保護目的補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度
補助

対象者

文化財管理者

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的 文化財の適正な保護

補助対象経費 補助率
県指定は4分の3
市指定は2分の1

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

●有形文化財：管理(防災設備及び環境整備に必要な施設の整備又は設置を含む。)、修
理、復旧、公開及び設計管理
●民俗文化財：修理、補充その他保存に要する経費
●史跡名勝天然記念物：管理、修理及び治療、復旧並びに公開

歳
出

当初予算額 464,000 200,000 200,000
決算額 216,350 0 0

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 216,350 0 0

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 216,350 0 0

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

× 任意団体であるため市税の納付はなし

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

効果測定方法 報告書（写真等）

達成状況 通報を受けて、現場の状況を確認。管理者と協議。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

県または市の指定であっても、管理は所有者個
人となっているため、文化財の適正な管理が必
須である。したがって、今後も継続して補助が
必要である。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。
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●補助金の概要

伝統文化の保護及び伝承に寄与する経費

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 生涯学習課

補助金名称 和宮遺跡保存会補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 保護目的補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度
補助

対象者

和宮遺蹟保存会

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的 伝統文化の保護及び伝承

補助対象経費 補助率 100%

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 485,000 485,000 600,000
決算額 124,295 382,460 588,472

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 124,295 382,460 588,472

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 124,295 382,460 588,472

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

×
伝統文化保護伝承事業補助金で、市長が認める
額としている。

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

×
単価、補助率の設定はない。事業内容と経費内
容を確認して補助している。

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 × 事業内容のヒアリングを実施している。

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

× 任意団体であるため市税の納付はなし

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

該当しない（財政基盤は安定していない）

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

該当しない（積立金なし）

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

該当しない（補助額が収入５％以上）

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

○

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

×

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

○

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 内容

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

×

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

○

事業費補助そのものである。自主財源確保への
道は厳しいと見ている。

効果測定方法 保存会役員会に出席し、事業運営改善に努力している所が見られた。

達成状況 施設の保存活動及び例祭を執り行うことができた。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

○

当市にとって重要な伝統文化事業であるので、
持続的活動となる支援とともに財政援助を行わ
なければならない。したがって、今後も継続し
て補助が必要である。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。
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●補助金の概要

講習会等開催費用、協会の運営に係わる必要経費

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 生涯学習課

補助金名称 レクリエーション協会補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 事業費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 R3 年度
補助

対象者

瑞穂市レクリエーション協会

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的
レクリエーション活動の普及・振興を図るとともに、レクリエーションに関する活動を行う他の団体に対する
支援を行い、市民の余暇時間の充実と健全な心身の発達を促し、もって明朗な社会環境をつくることに寄与す
ることを目的とする。

補助対象経費 補助率
１００%

（上限50万円）

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 500,000 500,000 500,000
決算額 497,163 499,551 499,844

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 497,163 499,551 499,844

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 497,163 499,551 499,844

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

× 任意団体であるため市税の納付はなし

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

該当しない（財政基盤は安定していない）

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

該当しない（積立金なし）

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

該当しない（補助額が収入５％以上）

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

×

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

○

この欄は○の場合も理由を記入する。
実情に精通した補助団体を通じて再補助を行っ
たほうが事務負担軽減等のメリットがあるた
め、再補助としている。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

×

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

○

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 ５月春 内容
・補助金の自主財源確保のための提案・協議
・事業内容の見直し

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

×

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

×

レクリエーション活動の普及・振興事業を行う
団体（母体）の運営が重要であり、事業費のみ
の補助とすることは困難である。

効果測定方法 補助金申請時にヒアリング実施

達成状況 市内におけるレクリエーション団体のとりまとめのため事業を推進している。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

○

市民及び市内のレクリエーション団体のレクリ
エーション活動の支援を行い、市民の心身の健
康を目的とする活動を行っており、市の補助事
業として適切であると判断したため。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。
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●補助金の概要

大会開催費用など、協会の運営に係わる必要経費

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 生涯学習課

補助金名称 体育協会補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 団体運営費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度
補助

対象者

瑞穂市体育協会

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠 法律 県条例 市例規

目的
市民にスポーツ、レクリエーション活動を普及奨励し、健康の保持増進や地域の連帯感を深め、競技力の向上を図るとと
もに、スポーツ少年団の健全育成に努め、心豊かで活気に満ちた明るい街づくりに寄与する。

補助対象経費 補助率 100%
（予算の範囲内）

単位：円
項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 13,300,000 13,300,000 13,300,000
決算額 9,000,000 11,000,000 12,500,000

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 9,000,000 11,000,000 12,500,000

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 9,000,000 11,000,000 12,500,000

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

○

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

○

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ○

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

× 任意団体であるため市税の納付はなし

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

○

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

→

→ 継続理由と見直し内容

○ →

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

該当しない（財政基盤は安定していない）

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

該当しない（積立金なし）

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

該当しない（補助額が収入５％以上）

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

×

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

○

この欄は○の場合も理由を記入する。
実情に精通した補助団体を通じて再補助を行っ
たほうが事務負担軽減等のメリットがあるた
め、再補助としている。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

×

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

○

R5

終期到来により廃止

直近の
見直し状況

時期 ５月春 内容
・補助金の自主財源確保のための提案・協議
・事業内容の見直し

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

×

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

×

体育振興事業を行う団体（母体）の運営が重要であ
り、事業費のみの補助とすることは困難である。令和
５年度に団体役員と生涯学習課との協議・提案をする
場を設け、自主財源確保のための会議を行った。

効果測定方法 補助金申請時にヒアリング実施

達成状況 構成団体が減少、高齢化する中で、地域のスポーツ向上のため事業を推進している。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

○

体育協会では、各連盟の活動の活発化はもとよ
り、体育協会及び所属団体が市民の健康の保持
増進のために市民大会等の企画運営を行ってお
り、市の補助事業として適切であると判断した
ため。

終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由

①公益上特に必要があるものと認められ、執行において特に問題がなく継続すべきと考える。
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●補助金の概要

●最近３年間の推移

●令和5年度の支出について

№

令和 5 年度補助金チェックシート

担当課 図書館

補助金名称 自分史作成補助金

年度

③サンセット年度※2（②がない場合のみ） R5 年度 分類 事業費補助

○ その他

①補助制度開始年度※1 H15 年度
補助

対象者
個人

②補助終了予定年度（想定していない場合は未記入） 　

支出根拠

補助対象経費 補助率
100%

(上限50万円）

単位：円

法律 県条例 市例規

目的 ふるさとに生きたあかしとして残す市民の自分史発刊の助成援助に係る経費

書籍の印刷製本

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歳
出

当初予算額 500,000 0 0
決算額 500,000 500,000 0

市
財
源
内
訳

国　支　出　金

県　支　出　金

その他（　　　　　　　　　　　　　）

計 500,000 500,000 0

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

市　一　般　財　源 500,000 500,000 0

3
具体的な積算による補助申請が行われてい
るか。

○

4
例規やマニュアルにより補助対象となる経
費を明確化しているか。

×
マニュアル作成自体が困難であり、原稿を確認
して補助対象として不適切な内容や表現はない
か確認するのみにとどまっている。

1
補助単価、補助率の設定根拠が明確になっ
ているか。

×
市民から要望があり次第、例規で認められた最
大の金額で予算をとっている。

2 毎年補助単価の見直しを行っているか。 ×
市民から要望があり次第、例規で認められた最
大の金額で予算をとっている。

7
市税の納付状況など交付条件を設定してい
るか。

× 対象者の条件を設定していないため。

8
【補助開始から5年経過している場合に回答】
補助当初の目的が達成されたりして薄れて
きていないか。

× 目的自体が不明確である。

5
交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、積立
金は補助対象経費外としているか。

○

6
履行確認は複数名で行い、管理職が最終的
な確認を行っているか。

○

№

●補助金の効果検証・分析等

●今後の方向性について

サンセット（終期） 年度

→

○ →

→ 継続理由と見直し内容

→

査定者の意見

10
補助先の財政基盤は安定していないか。安
定している場合は補助の廃止が可能か。

11
積立金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

以下は団体運営費補助やイベント補助の場合に回答してください

チェックポイント ○× ×の場合、その理由と今後の対応について記入

9
補助額が補助先の収入の５％未満の場合、
補助金が無くても事業の実施が可能か。

14
補助先から下部団体等への再補助が行われ
ていないか。

15

【No.１４が×の場合に回答】
再補助先に対し、市からの直接補助に切り
替える必要はないか。また下部団体の決算
書や事業報告を入手しているか。

この欄は○の場合も理由を記入する。

12
繰越金がある場合、それが市の補助金以外
（会費等）から賄われているか。

13
【No.１２が×の場合に回答】
繰越金に補助金が充てられている場合は、
金額や内容を検証した結果問題がないか。

18
補助先は複数の見積を徴収することや、効
率的な運営への努力などを行っているか。

16
補助率は補助対象経費の５０％以下である
か。

17

【No.1６が×の場合に回答】
団体運営費補助から事業費補助への切替検
討、もしくは補助率を減らす検討、自主財
源確保に努めるよう支援をしているか。

直近の
見直し状況

時期 内容

効果測定方法 不明

達成状況
製本された自分史は図書館などに寄附されているものの、それ以外にどこに配布してい
るのか不明。図書館来館者に読まれた形跡はほぼない。

R5

終期到来により廃止

⑥効果検証より公益上必要があるものと判断しにくく、今後の方向性について再検討する必要がある。

利益があるのは市民個人であり、自分自身で行
うべきもの。電子データで完結させれば安価で
も可能。終期未到来だが廃止 理由と時期

見直しをして継続

現行のまま補助を継続 継続理由


